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  Almost all today's industrial workplaces divide work and separate people. The 
workers need less skill than they who performed all the tasks of the more complex 
work. The de-skilled process is accelerated more and more with the widespread ap-
plication of electronic data processing. It cannot make no exception of the personnel 
who tell computers what to do. 

 Programmers are not the same as assembly line workers , and are still in a position 
to control of their final product. But structured programming and modularization 
made possible a job-based division of labor in programming. CASE (computer-aided 
software engineering) tools allowed personnel to spend less time on routine task , and 
made it possible for relatively young and inexperienced  personnel . 

 In this study, I'll ask who are programmers, what they know, what and how they 
do, and under what conditions they do it. My strategy for answering these questions 
is to examine programmers at japan's software firms. The data for the study were 
obtained from our survey-sample containing 964 cases.

1は じめに

本稿は,1990-91年 度の本学部共同研究費助成の下に実施 した企業調査 厂ソフ トウェア産業の

現状 と今後 の方向に関する調査」お よび個 人調査 厂SE;プ ログラマーの職業意識 に関す る調

査①」の集計結果の中,主 にソフ トウェア開発の労働過程 と労働条件 を取 り上げ,組 織 と労務管

理の視点から観察 ・分析することを目的とする。

ソフ トウェア産業は,中 小 ・零細企業 によって構成 されている。厂特サ ビ調査②」によると,

情報サービス産業に含 まれる企業の88%が 資本金1億 円未満,54%が 従業員数30人 未満,68.1%

が単独事業所である。本調査 は年間売上高1億 円以上ない しは従業員数10人 以上の企業を対象 と

したので,各 々82%,27.5%,38.7%と 僅かに規模の構成が大きい。資本系列③による資本金規

模 は,メ ーカー系が1-5億 円(50%),ユ ーザー系が1-5億 円お よび5億 円以上あわせ て
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40%強 であるのに対 し,独 立系およびその子会社では1-5千 万未満が各々60%を 占める。それ

に付随 して年間売上高 も,メ ーカー系,ユ ーザー系 は10-20億 円未満および20億 円以上で各々

60%を 越えるのに対 し,独 立系 とその子会社の中心帯は1-5億 円に過 ぎない。独立系お よびそ

の子会社が全体の81.3%を 占めてお り,ソ フ トウェア企業がいかに中小 ・零細企業から構成 され

いるかがわかる。

わが国の中小企業 は,産 業の二重構造 として大企業の下請化,系 列化,景 気調整のバ ッファー

としての役割を負い,常 に大企業への従属 ・依存が問題とされてきた。 しかし,60年 代半ばには,

経済の高度成長の波にのって特定の分野で発展成長 して きた専門メーカーを指す 「中堅企業」論,

さらに70年 代 に入って 「ベ ンチャー ・ビジネス」論④が展開され,そ れまで とは異なった中小企

業像が提出された。そして,80年 代には情報化,ハ イテク化,サ ービス経済化などの産業構造の

変化に伴 って,多 品種小量生産ないしは変種変量生産が製造の要となってきた。 また,業 際化,

融業化 は,規 模の経済性か ら範囲の経済性に追求されるべ き経済性の基軸がシフ トし,分 社化の

形態をとることによって進展 し,再 び中小企業の有利性が指摘されるようになった。

図1事 業所の開業 ・転廃業率
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二重構造の底辺に位置 し,大 企業に従属,収 奪 される生業的中小企業 とともに,ハ イテク,知

識集約的ベンチ ャー企業が,中 小企業のもう一つの代名詞になったかのようである。「第二次ベ

ンチャー ・ブーム」 と呼ばれる時代 に,情 報サービス産業各社 もその設立ラッシュを迎える(図

1)。 確かに,パ ッケージ ・ソフ トの開発 ・販売に成功 した企業が,ベ ンチ ャー企業の代表 とし
てマスコミに取 り上げられた り,情 報化と好景気の波に乗 り中堅企業の地歩を築いた り,さ らに

は大企業に匹敵する業績 をあげている企業 も存在する。 しか し,ソ フ ト開発の分業体制は重層的

下請け構造によって支えられていることはすでに指摘 されてお り,そ れは本調査結果からも明ら

かである。 しかも,図1に みるように80年 代の情報サービス業の中小企業の盛衰変動は他産業に

比 して群を抜いている。

まず,ソ フ トウェア企業の分業構造に言及 し,次 いで,ソ フ ト開発業務の特質を明 らかにした

い。これまでの研究で明 らかにされて きたソフ トウェア産業の特質が,こ の産業固有のものかそ

れ ともわが国の産業構造を特徴づける中小企業が共通に抱える問題から派生するのか判然 としな

い部分が多い。91年 までのソフ トウェア産業が直面 していた労働力不足 は,中 小企業がとくに経

済成長の局面で苦心する問題である。雇用問題に影響 を及ぼす教育訓練や福利厚生施策もまた,

規模の経済性が作用する領域である。最後に,こ のような労働力管理,労 働組織管理の諸側面に
ついて考察する。

2ソ フトウェアの開発工程と分業体制

ソフ トウェア開発 の社会的分業体制は,企 業間分業と企業内分業に大 きく分 けられる。設計か

らプログラミングまでの全工程をワンマン ・システムによっていたのが,70年 代 に入って,プ ロ.

グラ ミングの部品化(モ ジュール化),標 準化が可能となり,ま ず設計 とプログラミングが分割

され,工 程間分業 とそれに配置される人 と人との分業が始まった。しか し,こ の時代の企業間分

業は,元 請け企業に社外工を送 り込む方式の要員派遣が中心であった。さらに70年代後半 のソフ

ト開発が大規模化,複 雑化 していくにつれ,ソ フ ト開発の工程別分業化が促進され,工 程の各部

分 を外注化 し(受 注形態は派遣か ら請負e受 託へ),重 層型の企業間分業がいっそう進展 した。
本節では,主 要業務および資本系列からみた企業間分業について扱う。

ソフ ト開発工程⑤は,ユ ーザー企業,コ ンピュータ ・メーカーか らソフ ト・ハウス,そ してソ
フ ト・ハウス問での企業間分業によって分担 される。アプリケーション ・ソフトウェアの発注一

受注は,ユ ーザー企業のEDP(ま たは情報 システム)部 門から直接 あるいはメーカーを経由 し

て間接的に,メ ーカー系 ソフト会社 ,ユ ーザー系 ソフ ト会社,独 立系ソフ ト会社やその子会社 ・

関連会社 に発注 される。今 日ではメーカー経由よ りユーザーからの直接受注へ とその中心がシフ

トしつつある。

仕事の発注一受注の流れは資本系列 によってどのように異なるのか(図2)。 メーカー系 は

メーカーか らの受託が55%,ユ ーザー系は親会社のユーザーか らの受託が75%で ある。独立系,

その子会社ではユーザー→情報処理 ・ソフ トウェア企業→メーカーの川頁となり,ユ ーザーか らの

受託が多少多いものの独立系企業への発注元 はほぼ三分割される。子会社 はメーカーの発注が減

るが,情 報処理 ・ソフトウェア企業よりもユーザーからの受託の方が多い。その理由として,形
式的に二重,三 重の下請けを避けるために,一 括受託以外でも工程を分割 したユーザーからの直

接受注 という形をとっていると考えられる。

ソフ トウェア開発の受注形態には,請 負(受 託)と 派遣(FMサ ービス)が あ り,85年 の労働

・ ・
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図2資 本系列による受注の流れ

者派遣法施行以来,派 遣が減少 し請負が増加 している。情報サ ービス業の売上高に占める派遣業

務の割合 は,87年 の6%(事 業所比率30.9%)か ら89年 の4.9%(同15.8%)と 名目上は僅かで

ある(「特サ ビ調査」)。(社)情 報サービス産業協会によるユーザー調査(1991年 ⑥)で は,大 企

業の情報システム部門に占める外部技術者(要 員派遣による受け入れ)比 率は39.8%で あ多。ま

た,年 間情報処理関係費に占める外部委託費は25.6%で あ り,そ の中のソフ ト開発費が31%,技

術者派遣費が17%で ある⑦。

調査対象企業804社 の97.8%(786社)が ソフ ト関連売上げ をもち,し か もその中の79.1%

(622社)の ソフ ト関連売上げ比率が50%を 越えてお り,そ の意味で対象企業の77.4%が ソフ ト

ウェア業といってもよい。わが国の情報サービス産業は,50年 代後半の情報処理サービス業の開

始に始 まって,60年 代後半のソフ トウェア業そして70年 代前半の情報提供サービス業の形成へ と

移行 してきた。また,情 報サービス企業は以上の業態に個々に区分されるのではな く,複 数の業

態にまたが っている場合が多い。主要業務第1位 と企業創立年 との関連をみると,ソ フ ト業務を

主要業務第1位 とする企業の平均創立年は1980年 前後である。受託計算サービスのそれは1971年,

キーパンチ等のデータ入力1974年,機 器販売1977年 と,情 報処理サービス業務 を中心 とす る企業

の創立は70年 代に遡 る。

売上高順位 による主要業務か ら観察 してみよう。主要業務のコンサルティング ・サービス

(CS)か ら工程制御 ・CAD/CAMな どのソフ トの開発 ・販売 までの業務はソフ トウェア業,シ

ステム保守サービスか らキーパンチ等のデータ入力までの業務 を情報処理サービス業,機 器販売

お よびその他 をその他 として分類 し,1位,2位,3位 の関連をみたのが図3で ある。 ソフ ト
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ウ ェ ア 業 の 売 上 高 第1位 で82%,3位 まで の 合 計 で71%を 占 め る。 そ の 中 で も汎 用 コ ン ピ ュ ー

タ ・応 用 ソ フ ト開 発 の詳 細 設 計 以 下(下 流 工 程)の 受 託58.4%が も っ と も多 く,次 い で 汎 用 コ ン

ピ ュ ー タ ・応 用 ソ フ ト開発 の 一 括 受 託51.4%,そ して ソ フ ト ・プ ロ ダ ク ト,パ ッケ ー ジ ・ソフ ト

の 開 発 ・販 売32.7%が 続 く。
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主要業務第1位 と第2位 の関連,そ してソフ ト関連売上高が70%以 上か否かを指標 とした調査

対象企業の類型化を試みると,次 の如 くである。
「ソ フ ト開 発 専 業 型 」

「ソ フ ト開 発 転 換 型 」

「ソ フ ト開 発 移 行 途 上 型 」

「ソ フ ト開 発 兼 業 型 」

425社(52.9%)第1,2位 と も ソ フ トウ ェ ア業 務,売 上 高70%以 上

64社(8.0%)第1位 が ソ フ トウ ェ ア業 務,売 上 高70%以 上

113社(14.1%)第2位 が ソ フ トウ ェ ア業 務,売 上 高70%未 満

40社(5.0%)第1位 か 第2位 の い ず れ かが ソフ トウ ェ ア業 務,売 上

高70%未 満

資 本 系 列 別 の この 企 業 類 型 を み る と,ユ ーザ ー 系 お よ び独 立 系 の子 会 社 ・関 連 会 社 で は受 託 計

算 や ユ ーザ ー 先 の シ ス テ ム の 管 理 運 営 受 託 な どを 中 心 と した情 報 処 理 サ ー ビス 業 務 の比 率 が 高 い 。

す な わ ち 「ソ フ ト開発 兼 業 型 」 が 多 く,逆 に メ ー カ ー 系 お よび 独 立 系 は,「 ソ フ ト開 発 専 業 型 」

な い し は 「ソ フ ト開 発 転 換 型 」 が 中 心 と な っ て い る。 今 後,力 を入 れ た い 業 務/現 在 の 主 要 業 務

の 変 化 率 を み る と,ユ ー ザ ー系,独 立 系 の 子 会 社 ・関 連 会 社 と も に ほ ぼ 同 じ比 率 で 「ソ フ ト開 発

転 換 型 」 へ の 脱 皮 を 目指 して い る 。 また,独 立 系 よ り もメ ー カ ー系 の方 が 「ソ フ ト開発 専 業 型 」

へ の純 化 を希 求 して い る と思 わ れ る 。

次 に今 後,力 を入 れ た い 業 務(1位,2位,3位 の 合 計)で ス コ ア の 高 い の は,ソ フ ト ・プ ロ

ダ ク ト/パ ッケ ー ジ ・ソ フ トの 開 発 ・販 売45.8%,シ ス テ ム ・イ ン テ グ レー シ ョ ン ・サ ー ビ ス

(SIS)44.9%,応 用 ソ フ ト開 発 の 一 括 受 託40.3%,コ ンサ ル テ ィ ン グ ・サ ー ビ ス(CS)39.9%

で あ る。 しか し,現 在 の 主 要 業 務 との 対 比 で み る と増 加 率 の 高 い の はVAN等 の ネ ッ トワ ー ク ・

サ ー ビ ス,SIS,CSで あ る 。 逆 に,減 少 率 が 著 しい の は デ ー タ入 力,受 託 計 算 サ ー ビス/マ シ ン

タイ ム販 売,ソ フ ト開発 の 下 流 工 程 受 託 で あ る 。

ネ ッ トワ ー ク ・サ ー ビス 事 業 に 力 を入 れ た い とす る企 業 の 現 業 務 内容 は,受 託 計 算 サ ー ビス/

マ シ ン タ イ ム 販 売 を始 め と した情 報 処 理 業 務 と係 わ り を有 す る もの に 多 い 。 情 報 処 理 サ ー ビス 業

務 の 中(現 在 の主 業 務 を ネ ッ トワ ー ク ・サ ー ビス とす る企 業 を 除 い て),ソ フ ト開発 の 下 流 工 程,

応 用 ソ フ トの 一 括 受 託,SIS等 の ソ フ トウ ェ ア業 務 を今 後 の 目標 業 務 とす る企 業 が203%に 上 り,

ソ フ トウ ェ ア 開発 兼 業 な い しは 転 換 型 を指 向 して い る 。 ま た,ソ フ トウ ェ ア業 務 を主 と して き た

企 業 は,ソ フ トウ ェ ア 業 内 の よ り付 加 価 値 の 大 きい 業 務 へ の 移 行 指 向(SISやCS,応 用 ソ フ ト

の 一 括 受 託,ソ フ ト ・プ ロ ダ ク トの 開 発 ・販 売 〉 が 強 い 。 情 報 サ ー ビス 産 業 は,こ れ ま で 技術 的

に よ り高 度 な 分 野 へ,す な わ ち よ り付 加 価 値 の 高 い そ れ へ と業 務 内 容 ま た は そ の 目的 を シ フ トす

る こ とに よ っ て発 展 した きた が,現 在 もそ の 道 を辿 って い る とい え る。

現 在 の 主 要 業 務 の 上 位3者 の 企 業 を比 べ て み る と,資 本 金,従 業 員 数 に よ る規 模 の違 い は大 き

い も の で は な い 。僅 か に応 用 ソ フ トの一 括 受 託 が 大 規 模 寄 りに,ソ フ ト ・プ ロ ダ ク トが小 規 模 寄

りに シ フ ト して い る。 売 上 高 で は応 用 ソ フ トの 一 括 受 託 お よ び 下 流 工 程 受 託 と も に1-5億 円未

満 に 集 中 し,一 人 当 た り売 上 高 で も両 者 の 相 違 は ほ と ん ど な い(各980万 円,950万 円)。 ソ フ

ト ・プ ロ ダ ク トは1400万 円 と平 均 の1160万 円 を上 回 る。 よ り付 加 価 値 の 高 い 上 流 工 程 を も含 む応

用 ソ フ トの 一 括 受 託 と下 流 工 程 受 託 との差 が な い に等 しい の は何 故 で あ ろ うか 。 そ れ は 両 者 の 近

接 性 に あ る。 す な わ ち,主 要 業 務 第1位 を一 括 受 託 とす る企 業203社 の 中,主 要 業 務 の 第2位,

第3位 を下 流 工 程 受 託 とす る企 業 は,58.6%(119社)を 数 え る。 同様 に 第1位 を下 流 工 程 とす

る企 業240社 の 中,第2位,第3位 を一 括 受 託 とす る企 業 は,52.1%(125社)で あ る 。 ソ フ ト開

発 を 主 要 業 務 とす る企 業442社 の半 数 以 上 が,何 れ が 売 上 高 が 多 い か は と もか く と して 一 括 お よ

び下 流 工 程 を と も に受 託 して い る。 た だ,両 者 の企 業 創 立 年 時,ソ フ ト関 連 業 務 の 開 始 時 期 は,
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下流工程受託より一括受託を主要業務第1位 とする企業の方が早 く,下 流工程受託か ら参入 し,

企業活動 を続ける中に技術力 を蓄積 し,営 業力を高めて上流工程の受託をも獲得 していくことが

企業の成長過程 とみえる。 しかし,下 流工程を切 り捨てて上流工程に特化 しうる企業は多 くはな

いo

資本系列別に応用ソフ トおよび基本 ソフ ト開発の一括受託対下流工程の比 をみると,メ ーカー

系77%→ 独立系69%→ ユーザー系54%→ 独立系の子会社45%の 順で主要業務 に占める一括受託の

比率が減少 し,逆 に下流工程の比率 は,独 立系の子会社61%→ 独立系60%→ ユーザー系52%→

メーカー系44%と 逆になっている。それは取引系列(50%以 上の受注元による類型⑧)か らみて

も,全 体の約1/4を 占める情報処理 ・ソフ トウェア企業系列で下流工程受託が2/3に 上って

いる。このように,圧 倒的に小規模企業が多い独立系 は,重 層的下請け構造の下層 を構成 してい

ることがわかる。

3ソ フ ト開発従事者の編成

a従 業員構成

ソフ トウェア産業各社の従業員構成は,従 事する職務に関 して同質的である。「特サビ調査」

によると,ソ フトウェア業では全従業員の76.7%,情 報処理サービス業では同36.2%がSE,プ

ログラマーのソフ ト開発従事者である。本調査でもソフ ト開発従事者比率が80%以 上の企業は,

全体の63.5%を 数える(平 均65%)。1企 業当たりの平均従業員数は138人 である。 ソフト開発従

事者比率 を主要業務第1位 と資本系列別にみると,主 要業務は応用 ソフト,基 本ソフ トの一括受

託で もっとも高 く,情 報処理サービス業務 を主とする企業で低下す る。後者はオペ レータやキー

パ ンチャーの比率が高いか らであるが,前 者では一括受託より下流工程のその比率が低いのは,

「ソフ ト開発転換型」や 「ソフ ト開発兼業型」がより多 く含まれているからである。

資本系列別では独立系,メ ーカー系企業,し か も,年 間売上高10億 円未満,従 業員数100人 未

満,首 都圏の企業でその比率が高いのは,「 ソフ ト開発専業型」が多いためである。反対 に,年

間売上高20億 円以上,従 事員数500人 以上,地 方で割合が低下す るのは,受 託計算等の 「ソフ ト

開発兼業型」が多いことに加え,大 規模企業ほど企業内の分業化が進展 し,管 理などの間接部門

のスタッフの比率が増加するか らと思われる。

次にソフ ト開発者(SEお よびプログラマー)を 職種 として区別 していない企業が53.6%と 過

半数を占めるが,区 別 している企業は独立系,従 業員数30-49人 規模で僅かに高いだけで企業属

性別にほとんど差はみ られない。この半数 を割るSEと プログラマーを区別 している企業361社

の中,SE比 率が50%を 越 える企業は32.4%,平 均SE比 率は43.5%で あ る。資本系列ではユー

ザー系,メ ーカー系で,主 要業務第1位 では応用 ソフ ト開発の一括受託,SIS,ソ フ ト・プロダ

ク トで高い。基本ソフ トの一括受託で低いのは,後 に見るように全工程 をワンマン ・システムに

よる開発に負 うところが大 きい。

ソフ ト開発従事者における女子比率は全体で19.1%,SEで12.5%,プ ログラマーで25.6%で

ある。産業全体で女子比率およびSE比 率は時 とともに増加 してきたが,女 子 を吸収 して職種 は

プログラマーである。それは女子比率の増加が顕著になった時期が80年 代の半ば以降であり,か

つ常 に一定数の結婚 ・出産退職希望者が存在 し(本 調査では14.5%),ま た後 にみるように地方

の情報処理系専 門学校卒が多いことからも今後 とも上級職種ではなくプログラマーの女子比率を

高めてい くことが予想 される。ユーザー系,プ ログラマーの需要の大 きいソフト開発の下流工程
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図4SE、 プログラマー中の大卒及び理系大卒比率の主要業務による違い

で 幾 分 そ の比 率 が 高 くな るが そ れ ほ ど大 き な差 は な い 。

従 事 員 の 平 均 年 齢 は27.2才,平 均 勤 続 年 数 は4.6才 で あ り,規 模 の 大 きい 企 業 ほ ど平 均 年 齢 は

高 く,平 均 勤 続 年 数 ⑨ も長 くな る。 そ の他 の 企 業 属 性 に よ る相 違 は な い。

ソ フ ト開発 従 事 者 の 学 歴 構 成 ⑩ を調 査 対 象 企 業 平 均 で み る と,大 卒 お よ び短 大 ・専 門学 校 卒 を

合 わせ て77.6%(SE,プ ロ グ ラ マ ー内 で は85.8%)に 達 す る 。 男 子 で は 大 卒(44 .9%),女 子 で

は短 大 ・専 門 学 校 卒(53.2%)が 多 い。 大 卒 以 上 の 占 め る比 率 は ,年 間 売 上 高20億 円 以 上,従 業

員 数200人 以 上 の 企 業 で 高 くな る。 資 本 系 列 別 で は メ ー カ ー系 次 い で ユ ーザ ー系 が 高 く,独 立 系

お よ び そ の子 会 社 で は大 卒 比 率20%以 下 の 企 業 が 多 く な る(各39 .1%,35.4%)。 大 卒 比 率 お よ

び 大 卒 に 占 め る 理 系 比 率 を主 要 業 務 別 に示 した が(図4) ,C.S.・SIS,工 程 制 御 ・CAD/CAM,

応 用 お よび基 本 ソ フ トの 一 括 受 託 な どで 大 卒 比 率 が 高 く,下 流 工 程,情 報 処 理 サ ー ビ スで 低 い 。

大 卒 に 占 め る理 系 比 率 は平 均 約40%で あ り,CS・SISや 基 本 ソ フ トの 一 括 受 託 は高 く,応 用 ソ フ

トの 一 括 受 託 で は低 め に シ フ トして い る。 ま た,工 程 制 御 ・CAD/CAMや ソ フ ト ・プ ロ ダ ク ト

/パ ッケ ー ジ ・ソ フ トで はそ の比 率 が 上 方(60%以 上)と 下 方(30%以 下)と に 二極 分 化 して い

る 。 理 系 比 率 が 大 卒 比 率 と異 な っ て,大 規 模 企 業 は 平 均 値 の40-50%に そ の 中心 が あ るの に対 し
,

年 間 売 上 高1億 円 未 満,従 業 員 数50人 未 満 の 小 規 模 企 業 で 高 い。 と くに ソ フ ト ・プ ロ ダ ク ト/

パ ッケ ー ジ ・ソ フ トは小 企 業 に偏 りが み られ る6応 用 ソ フ ト開 発 は
,対 象 業 務 の専 門 的 知 識 の 必

要 性 か ら文 系 大 卒 の 需 要 が 大 き くな っ て い る の に 対 し,基 本 ソ フ ト,工 程 制 御 ・CAD/CAM ,ソ

フ ト ・プ ロ ダ ク トの 分 野 で は よ りハ ー ドウ ェ ア に対 す る知 識 ,技 術 を必 要 とす る た め で な く,こ

れ まで 主 に 工 学 部 や 数 学 専 攻 出 身 者 に よ って 開 発 され て き た伝 統 が 理 系 大 卒 者 の 比 重 を高 め て い

る。
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b職 種等級と階層化
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(職種等 級 と職 歴 年 数)図5は,調 査 対 象 者 に よ っ て 自 己 申 告 して も ら った 職 種 等 級 毎 の平

均 職 歴 年 数 お よ び平 均 勤 続 年 数 で あ る。 企 業 調 査 で は,職 種 と してSEと プ ロ グ ラマ ー を区 別 し

て い な い 企 業 が 半 数 を越 え て い た た め,職 種 等 級 の 自己 評 価 に 関 す る信 頼 性 に 懸 念 が もた れ る。

しか し,A社 の 資 格 等 級 昇 格 に要 す る 最低 年 限 と比 較 す る と(図6),客 観 的 に妥 当 で あ る こ と

が わ か る。 上 級SEは 職 歴 年 数10年 以 上64.5%,中 級SEは 同6年 以 上80.7%,初 級SE,上 級 プ

ロ グ ラマ ー は 同4年 か ら9年 の 間 に そ れ ぞ れ2/3が,中 級 プ ロ グ ラマ ー は 同2年 か ら5年 の 間

に約8割 が 集 中 し,初 級 プ ロ グ ラマ ー の9割 が 同3年 未 満 で あ る 。 さて 中級 プ ロ グ ラ マ ーか ら初

級SEま で は,職 種 等 級 の 滞 留 期 間 に 幅 が あ る。 ア プ リケ ー シ ョン ・ソ フ ト部 門 と基 本 ソ フ ト部

門で キ ャ リ ア ・パ ス が 異 な るか らで あ る 。 メ ー カ ー ・A社 の基 本 ソ フ ト部 門 で は,プ ロ グ ラ ム生

産 と プ ロ グ ラ ム 設 計 とは分 離 さ れ て お らず,コ ー デ ィ ン グ か ら詳 細 設 計,さ ら に基 本 設 計 まで 上

級 の 職 種 等 級 に 昇 格 して い くの に対 し,ア プ リケ ー シ ョ ン ・ソ フ ト部 門 は,複 線 型 パ ス が 採 用 さ

れ て お り,入 職2年 間 の ア シ ス タ ン ト ・プ ロ グ ラ マ ー を経 過 した 後 は プ ロ グ ラ ム 生 産 者 とSE候

補 生 に 分 離 す る 。 そ の 理 由 は,多 様 な ア プ リケ ー シ ョ ン ・ソ フ トに対 応 した 幅 広 い 技 能 を もつ

SEの 養 成 に あ る と説 明 され る 。 他 方 で,ア プ リケ ー シ ョ ン ・ソ フ ト分 野 よ り基 本 ソ フ ト分 野 の

方 が プ ロ グ ラ ミン グ段 階 の よ り複 雑 な技 能 が 必 要 で あ り,か つ 上 級 の 設 計 に と っ て下 級 の 設 計 の

経 験 と技 能 が 役 立 つ と思 わ れ る。A社 の キ ャ リア ・パ ス で は,ア プ リケ ー シ ョ ン部 門 のS4(2

-3年)
,S3(3-6年)は 各 ア シ ス タ ン トSE,SEで あ る の に対 し,シ ス テ ム 部 門 の そ れ らは

各 プ ロ グ ラ マ ー,シ ニ ア ・プ ロ グ ラ マ ー と呼 ば れ る。

本 調 査 対 象 者 に は主 に 開発 して い る ソ フ トの種 類 が 重 複 して い る者 も多 い が,開 発 ソ フ ト種 類

別 に ソ フ ト開 発 従 事 者 に 占 め る 中 ・上 級 プ ロ グ ラマ ー比 率 をみ る と,「 基 本 ソ フ ト」28.2%,「 通

信 ソ フ ト」26.9%お よ び 「シ ス テ ム ・ア プ リケ ー シ ョ ン ・ソ フ ト」24.7%が 高 い(ち な み に 「ビ

ジ ネ ス ・ア プ リケ ー シ ョン ・ソ フ ト」19.8%)。 そ して こ の 分 野 の プ ロ グ ラマ ー に は,職 歴 年 数

の 長 い 理 系 大 卒 者(上 級 プ ロ グ ラ マ ー の 平 均 職 歴 年 数6.8年)が 多 く,こ の よ うな 分 野 の 混 在 が

職 種 等 級 内 の職 歴 年 数 の 幅 を広 げ て い る とい え よ う(「 基 本 ソ フ ト」 に お け る上 級 プ ロ グ ラ マ ー

の平 均 職 歴 年 数8.9年)。

職 歴 年 数 に応 じて 各 種 等 級 の 中 心 的 年 齢 コ ー ホ ー ト も 自ず と決 定 され る。 上 級SEは35才 以 上,

中級SEは30-34才 コ ー ホ ー ト,初 級SEお よ び 上 級 プ ロ グ ラ マ ー は25-29才 コ ー ホ ー ト,中 級

プ ロ グ ラマ ー は29才 以 下,初 級 プ ロ グ ラマ ー は24才 以 下 に 集 中 して い る。 しか し,職 種 等 級 別 学

歴 分 布 は年 齢 コ ー ホ ー ト別 学 歴 の偏 在 が 影 響 して お り,学 歴 に よ る職 種 等 級 到 達 度 の 相 違 は 見 ら

れ な い。

つ ぎに 職 種 等 級 と職 位 の 関 係 をみ よ う。 上 級SEの 約63%が 課 長 以 上 の管 理 職 に 就 い て お り,

主任 ク ラス 以 上 の役 職 に就 く者 が2/3を 越 え る の が 中級SE,30-35才 コ ー ホ ー トか らで あ る。

初 級SEお よ び 上 級 プ ロ グ ラ マ ー で は各1/3が 主 任 を 中 心 と した 役 職 者 で あ る 。 小 規 模 か つ 社

歴 の 浅 い企 業 が 多 く,企 業 構 成 員 の 平 均 年 令 も若 い の で 当 然 の こ とな が ら,,課 長 職 以 上 は50人 未

満 の 企 業 に多 く,そ の43.6%が30-34才 コ ー ホ ー トで あ る 。 す で に 述 べ た よ う に,確 か に こ の

コ ー ホ ー トか ら主 任 ク ラ ス以 上 の 職 位 に就 く者 が 大 勢 を 占 め る よ う に な るが,そ の 主 要 な 職 位 は

主任 ク ラス で あ る 。 これ は,小 規 模 効 果 や 浅 い 社 歴 効 果 に よる結 果 と して の早 い 昇 進 と は決 して

い え な い 。 なぜ,小 規 模 効 果 や 浅 い 社 歴 効 果 が 及 ば な い の か。 そ の 理 由 と して,移 動 性 向 との 関

係 お よ び専 門 職 志 向 の 影 響 が 考 え られ る。 移 動 性 向 と の 関 連 を図7か ら考 え て み る 。 同 一 年 齢

コ ー ホ ー ト内 に お い て15%以 上 の 者 が 占 め る職 位 と勤 続 年 数 との 関 連 が 示 す 通 り,昇 進 に対 して
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図7職 位および年令コーホート別平均勤続年数



勤続効果の作用が働いている。すなわち,同 一年齢コー トでも勤続年数が長 くなるにつれ,上 級

職位 を占める者が増加する。 ソフ ト開発従事者の特性の一つとして指摘 される高い移動性向,勤

務先移動が,小 規模効果や浅い社歴効果を弱化する働 きをしているといえよう。 また,中 ・上級

SEに ラン ク付 けされる女 子 は数少 ない(17名,8.5%)。 主任 クラス以上 の役 職者 は23名

(11.5%)で あ り,そ の殆 どが主任 どまりであ り,図6に みる35才 以上の主任の平均勤続年数が

長いのはこのためである。

平均勤続年数は,職 歴年数が長期化する上級職種 になるに従 って長 くなっている。

(職種等級 と工程)職 種等級 による工程の分担関係 を図8に 示 した。初級 プログラマーは

コーディング,単 体テス ト,中 ・上級 プログラマーは詳細設計以下,初 級SEは 基本設計以下,

中級SEは 概要設計からプログラム設計,上 級SEは 要求定義から詳細設計 を担当 し,総 合運用

テス トは中級SEを 中心 に初級SE,上 ・中級プログラマーが分担 している。確かに各職種等級

毎のとくに主要な職務は存在するが,職 種等級による担当工程の重複がみられる。各職種等級の

者が主な担 当工程と回答 した50%以 上のもののみを図示 したが,30%以 上のものに拡大 してみる

と上 ・中級SEは,要 求定義 ・要求分析 から結合運用テス トまでの全工程,初 級SEお よび上 ・

中級プログラマーは基本設計以下の工程,初 級プログラマーは詳細設計以下の工程の職務 に従事

しており,重 複の度合いは一層高 くなる。

担当工程を職歴年数別にみると,詳 細設計で2-3年 以上,基 本設計で4-5年 以上,概 要設

計で ・ ・年以上,要 求定義 ・要求分析で10-14年 以上の職歴 をもつ者 に比率が高 く(50%以

上)な る。職種等級別の場合 と同様,職 歴年数10年 以上で もコーディングや単体テス トを主要な

仕事にしている者 もいる。職種等級によるソフ ト開発 ・生産の職務分担の専門化,分 業化が進め

られているが,上 級職種ほど全工程にわたる広範囲の職務を担当してお り,実 際の業務遂行は,

職種等級による厳格 な分業関係 にもとついているわけでな ない。

また開発 ・生産工程以外の業務 について,コ ンサルテーション,ソ フ ト技術営業および教育 ・

研修などの講師は上 ・中級SE,シ ステム運用管理およびデータ保管 は中 ・初級SEの 担当者が

多い。これらの業務担当を職位別にみると,コ ンサルテーション,ソ フ ト技術営業は課長以上,

システム運用 ・保守,デ ータ保管,デ ータ ・チェック,通 信システム運用管理は社員一般が担当

する場合が多 くなる。

4.労 働 過程

a仕 事内容

表1主 に開発しているソフトウェア種別の兼務度

基 本ソフ ト

OSな ど

システム ・ア

プ リケーシ ョ

ン・ソフ ト

ビジネス ・ア

プ リケーショ

ン ・ソフ ト

通信 ソフ ト

工 程 制 御 ・

CAD/CAM

等のソフ ト

ノマッケ ー ジ

・ソ フ ト等
n=

全体 11.4 35.3 47.1 10.8 9.2 17.1 964

基本 ソフ トOSな ど 100.0 21.8 6.4 18.2 8.2 12.7 110

シ ス テ ム ・ア プ リケ ー シ ョ ン ・ソ フ ト 7.1 100.0 32.1 10.9 11.8 11.8 340

ビ ジ ネ ス ・ア プ リケ ー シ ョ ン ・ソ フ ト 1.5 24.0 100.0 6.8 4.6 11.9 454

通信 ソフ ト 19.2 35.6 29.8 100.0 17.3 15.4 104

工程制御 ・CAD/CAM等 の ソフ ト 10.1 44.9 23.6 20.2 100.0 24.7 89

パ ッケ ー ジ ・ソ フ ト等 8.5 24.2 32.7 9.7 13.3 100.0 165

まず,主 に開 発 して い る ソ フ ト種 別 で は,ビ ジ ネ ス ・ア プ リケ ー シ ョ ン ・ソ フ ト,次 い で シ ス
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テ ム ・ア プ リケ ー シ ョ ン ・ソ フ トが 多 い 。 表1に み る よ うに単 一 種 の み の ソ フ ト開 発 を行 って い

る調 査 対 象 者 は 少 な い。

い ず れ を 第 一 の 開 発 ソ フ トとす る場 合 で も,兼 務 す る ソフ ト種 別 で 多 い の は シ ス テ ム ・ア プ リ

ケ ー シ ョ ン ・ソ フ トそ して ビ ジ ネ ス ・ア プ リ ケ ー シ ョン ・ソ フ トで あ る 。 た だ 基 本 ソ フ トは ビ ジ

ネ ス ・ア プ リケ ー シ ョ ン ・ソ フ トとの 兼 務 度 は無 い に等 し く通 信 ソ フ トとの 兼 務 度 は高 い もの の,

他 の 種 別 と比 べ る と兼 務 の 度 合 い は ビ ジ ネ ス ・ア プ リケ ー シ ョン ・ソフ トに次 い で 低 い 。 逆 に兼

務 度 の高 い の は,工 程 制 御 ・CAD/CAMそ して通 信 ソ フ トで あ る。 ソフ ト種 別 の 兼 務 度 を職 種

等 級 別 に み る と(1人 当 た りの 平 均 開発 ソ フ ト種 別 数),

全 体 上 級SE中 級SE初 級SE上 級 プ ロ 中級 プ ロ 初 級 プ ロ

1.40-1.541.511.401.401.251.00

で あ り,SE平 均 は1.47,プ ロ グ ラマ ー の そ れ は1.17と な り上 級 職 種 に い くに従 っ て 手 が け る ソ

フ トの 種 類 は多 くな る 。

学 歴 に よ る ソ フ ト種 別 で は,い ず れ の 学 歴 カ テ ゴ リー も ビ ジ ネ ス ・ア プ リケ ー シ ョン ・ソ フ ト

が 第 一 位 を 占 め る が,中 で も文 系 大 卒 の こ の 種 別 へ の集 中が 著 し く(57.1%),理 系 大 卒 は工 程

制 御 ・CAD/CAMや 通 信 ソ フ トの比 重 が 他 の学 歴 に比 べ て 高 い 。

図9職 種等級別開発ソフト本数

こ れ まで に 開発 に係 わ っ た ソ フ ト本 数 は,全 体 で41本 以 上 と10本 以 下 に二 分 割 して い る。 職 種

等 級 別 に み る と(図9),41本 以 上 は 上 級SEで 約4割 強,中 級SEで3割 強,初 級SEお よ び 上

級 プ ロ グ ラ マ ー で 約1/4と な る。 中 ・初 級 プ ロ グ ラマ ー の半 数 以 上 が10本 未 満 で あ る。 職 歴 年

数 別 平 均 本 数 は 次 の 通 りで あ る。

全 体1年 以 下2-3年4-5年6-9年10-14年15-19年20年 以 上

20.84.914.220.726.131.234.240.8

職 歴 が 長 くな る に した が って,職 歴 年 数1年 当 た りの 本 数 が 少 な くな る 。職 歴5年 未 満 で は 約5

-6本 で あ るが
,15年 以 上 に な る と約2本 の勘 定 に な る 。 モ デ ュ ー ル の 一部 を担 当 す る プ ロ グ ラ

ミ ン グ工 程 と設 計 ・開発 の 全 体 を 通 して 参 加 す る こ と に な るSEと で は この よ うな 相 違 が 生 まれ
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る。

同 じこ とが 企 業 の 主 な業 務 の 一括 受 託 と下 流 工 程 との比 較 にお い て もい え る だ ろ う。 前 者 の平

均 本 数 は28.8に 対 し後 者 の そ れ は37.5で あ る 。 ソ フ ト開発 従 事 者 の本 数 は 職 歴 年 数 が増 加 す る こ

と に よ っ て 増 え る が,各 種 ッ ー ル の 導 入 や標 準 化 が 図 られ て い る下 流 工 程 に比 べ,上 流 工 程 は よ

り複 雑 で 仕 様 変 更 が 多 く,し たが って 時 間 を要 す る た め に この よ う な本 数 の 差 と な っ て い る。 ま

た,受 注 元 別 に よ る そ の 平 均 は,ソ フ ト ・プ ロ ダ ク ト/パ ッケ ー ジ ・ソ フ ト(16.4)が ユ ーザ ー

系(33.3),ソ フ ト ・ハ ウ ス 系(31.5)の 半 分 で あ る 。

図10職 種等級別開発ソフ トの規模 ・参加人員

開 発 ソ フ トや プ ロ ジ ェ ク ト ・チ ー ムの 規 模 に よ っ て経 験 した 本 数 は 大 き く異 な る 。 現 在,従 事

して い る ソ フ ト開 発 の規 模 を ス テ ッ プ数 ⑪ と参 加 人 員 に よ っ て 回 答 して も ら っ た結 果 が 図10で あ

る。 全 体 で は30Kス テ ップ 未 満 と50-99Kス テ ップ に 山が あ り,参 加 人 員 の 中心 は10人 未 満 で あ

る。 職 種 等 級 別 で は,SEが50-199Kス テ ップ帯 に,プ ロ グ ラマ ー が30Kス テ ップ 未 満 帯 に い る

者 が 多 い 。 ス テ ップ数 の 違 い に応 じて参 加 人 員 もSEの 方 が プ ロ グ ラマ ー よ り も多 くな っ て い る。

企業 の 主 な 業 務 の一 括 受 託 と下 流 工 程 別 で は,参 加 人 員 に よ る差 は み られ な か っ た が,ス テ ップ

数 は下 流 工 程 の 方 が よ り小 規 模 に 片 寄 っ て い る 。 後 に み る よ う に,4-5人 の メ ン バ ー+リ ー

ダ ーが1人 ・月 当 た り700-1Kス テ ップ 数 の 業 務 を約7ヶ 月 続 け る の が プ ロ ジ ェ ク ト ・チ ー ム

の 最 小 単 位 で あ る。 よ り大 き な プ ロ ジ ェ ク トは この 最 小 単 位 を重 層 的 に 組 み 合 わせ る。 した が っ

て 下 流 工 程 ほ ど全 体 の 業 務 が 分 化 され て い る た め,従 事 して い る ソフ ト開 発 の規 模 を最 小 単 位 で

測 る傾 向 に あ る。

プ ロ ジ ェ ク ト ・チ ー ム の 役 割 と して リー ダー(プ ロ ジ ェ ク ト全 体 の 責 任 者),一 部 の モ デ ュ ー

ル の 責 任 者 お よ び単 な る メ ンバ ー の 三 つ の何 れ か を選 ん で も ら っ た(図11)。 本 調 査 対 象 者 は こ

の 三 つ の 役 割 に ほ ぼ三 分 割 され て い る が,中 で も単 な る メ ンバ ーが も っ と も少 な い 。 調 査 サ ン プ
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ルに偏 りがあるためであろうか。職種等級別では,リ ーダーには上 ・中級SEが,モ ジュールの

責任者には中級プログラマー以上の者が就 き,単 なるメンバーとしての参加は初級プログラマー

の大半 と中級プログラマーの約4割,そ して上級 プログラマーおよび初級SEの 各2割 である。

さらに,現 在の主な仕事別でみると(図8),リ ーダーは主 に設計工程を,モ デュールの責任者

は設計全体をモデュールに分割する工程である詳細設計 とそれの以下の工程 を担当し,プ ログラ

ミング工程担当者がメンバーとしての参加者であることがわかる。プロジェクトの規模に大 きく

左右 されるが,全 体 を細分割 して開発が行われている今 日,メ ンバーの各人が責任ある役割 を負

うようにな り,単 なるメンバーがかえって少数者 と化 している。

b知 識 ・技 能 ・技 術

(得意 な領 域 と必 要 な領 域 の 知 識 ・技 能 ・技 術)ま ず 得 意 な(精 通 して い る)領 域 と今 の仕

事 を 続 けて い く上 で 更 に 向 上 が 必 要 な領 域 の 知 識 ・技 能 ・技 術 を検 討 し よ う(複 数 回答)。 現 在,

得 意 とす る領 域 の 主 た る 「特 定 プ ロ グ ラ ム言 語 」37%,「 プ ロ グ ラ ム設 計 」28%,「 ユ ー ザ ー の業

務 処 理 内 容 」24%は,今 後,向 上 を必 要 と す る領 域 で あ る 「シ ス テ ム 分 析,設 計 技 法 」50%,

「ユ ー ザ ーの 業 務 処 理 内 容 」45%
,「 通信 シ ス テ ム 」34%へ と シ フ トして い る。 同 じ く得 意 な 言 語

か ら必 要 な そ れへ の シ フ トは,「COBOL」40%か ら 「C言 語 」62%⑫ で あ る。

得 意 お よ び必 要 な 領 域 を 「SE分 野 」(ユ ー ザ ー の 業 務 処 理,ソ フ トの 品 質 管 理,顧 客 の 要 求 定

義 サ ポ ー ト,シ ス テ ム 分析 ・設 計 技 法,ソ フ ト受 託 の営 業),「SE一 プ ロ グ ラ マ ー 共 通 分 野 」(通

信 シ ス テ ム,OS,デ ー タベ ー ス),「 プ ロ ・プ ロ グ ラ ミ ング 分 野 」(コ ン ピ ュ ー タ の ハ ー ドウ ェ ア,

グ ラ フ ィ ッ ク ・シ ス テ ム,プ ロ グ ラム 設 計 技 法),「 プ ロ グ ラ マ ー 分 野 」(特 定 プ ロ グ ラ ム 言 語,

テ ス ト技 法 ・デ バ ッグ技 法)の4分 野 に 区 分 し,職 種 等 級 別 に この4類 型 を み た の が 図12で あ る。

「プ ロ ・プ ロ グ ラ ミン グ 分 野 」 はSEお よ び プ ロ グ ラ マ ー に共 通 す る分 野 で は あ るが,よ りプ ロ

グ ラマ ー に 求 め られ る分 野 で あ る。 またSEと プ ロ グ ラマ ー で 必 要 とす る内 容 が 異 な る領 域 もあ

る。 た とえ ば グ ラ フ ィ ック ・シ ス テ ム はSEに は そ の機 能 が,プ ロ グ ラマ ー に は そ の 扱 い 方 が,

デ ー タ ・ベ ー ス はSEに は デ ー タ を 蓄 え る方 法 が,プ ロ グ ラ マ ー に は デ ー タ を 引 き出 す 技 法 が 要

求 さ れ る。 「SE分 野 」 を得 意 で あ る と 自認 して い る の は,中 ・上 級SEで あ り,「 プ ロ グ ラァ ー

分 野 」 の そ れ は初 級 プ ロ グ ラ マ ー と上級SE以 外 の 者 で あ る。 「SE分 野 」 を得 意 とす るSE,「 プ

ロ グ ラマ ー 分 野 」 を得 意 とす る プ ロ グ ラマ ー と も に ま だ まだ 向 上 が 必 要 と考 えて い る者 が 多 い。

初 級SEは 「SE分 野 」 を得 意 とす る者 よ り も 「プ ロ グ ラ マ ー分 野 」 を得 意 とす る者 の 方 が 多 く,
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項 目数
〔現在得意な分野〕 〔今後必要 と考え られる分野〕

図12職 種等級別得意な分野と必要な分野

項目数

か つ 向上 を必 要 とす る比 率 も60%近 くあ る。 初 級SE,初 級 プ ロ グ ラマ ー は,各 々 の 職 種 の トレ

イ ニ ー で あ り,か つ 前 者 は未 だ プ ロ グ ラマ ー と して の 仕 事 の 分 担 が 大 きい こ とが こ こか ら も明 か

で あ る 。

職 種 等 級 に 関 わ りな く 「SE分 野 」 お よ びハ ー ド ・シ ス テ ム 領 域 が 更 に 向 上 が 必 要 で あ る と考

え られ て い る。 また,上 級 プ ロ グ ラマ ー は 初 級SEと 比 べ て,「SE分 野 」 を 除 く他 の 分 野 で 得 意

とす る比 率 が 高 い 。 既 述 の 通 り,ア プ リケ ー シ ョ ン分 野 のSEと シ ス テ ム ズ ・プ ロ グ ラマ ー の 違

い で あ る。 そ れ は,主 に 開 発 して い る ソ フ トウ ェ ア の 種 類 別 に 検 討 す る と明 白 に な る。 ソ フ ト

ウ ェ ア の 特 性 に 応 じ て現 在 の 得 意 領 域 も異 な る か らで あ る。 基 本 ソ フ ト,通 信 ソ フ ト,CAD/

CAMお よ び 工 程 制 御 で は 「SE分 野 」 を 除 く他 の 分 野 で ス コ ア が 高 く,ビ ジ ネ ス ・ア プ リ ケ ー

シ ョ ン ・ソ フ トや パ ッケ ー ジ ・ソ フ トで は 「SE分 野 」 が,シ ス テ ム ・ア プ リケ ー シ ョ ン ・ソ フ

トで は 「プ ロ グ ラマ ー分 野 」 が 上 回 っ て い る。 向上 を必 要 とす る領 域 で は,職 種 等 級 別 の 場 合 と

同様 に い ず れ の 分 野 にお い て も 「SE」,ハ ー ド ・シ ス テ ム の ス コ アが 高 くな っ て い る。 期 待 さ れ

る優 秀 なSEに は,「 シ ス テ ム 分 析,設 計 技 法 」 や 「ユ ー ザ ー の 業 務 処 理 内 容 」 の 技 能 や 知 識 だ

けで な く,ハ ー ドに対 す る理 解 や 通 信 シ ス テ ム,OSな ど の知 識,技 術 が 求 め られ る 。

学 歴 別 で は,文 系 大 卒 は プ ロ グ ラ ム設 計 技 法27.6%,理 系 大 卒 は シ ス テ ム 分 析 ・設 計 技 法

29.7%,専 門 学 校 卒,高 卒 は特 定 プ ロ グ ラ ム 言 語(各41 .8%,38.9%)を 各 々 得 意 と して い る。

前 二 者 の違 い は調 査 対 象 者 の年 令,職 歴 年 数 の 違 い に起 因 す る と ころ が 大 きい と考 え られ る。

一112一



S

E

%
100

50

0

、

'

,!

,'

覯力
'x

潴渤
、

・洞察力 創造性
//

'ア ス

企酖/
!

・柔軟性
、人との聾謂

・総合力
//

人との胴

柳 ・体力゚

独雛.

蹴

・忍肋

・分励 ,"

,'靉 性

,'x

ノ

/綴 雛
,

ノx

責髓
・

柔難
・
・

正離

責磁
x

o'一,一 、

"、

'
x正難

,,"
、'

、,'

・本 調査 結 果

x花 岡菖rシ ステム・エンジニァ

と管 理 』P54

0 102030405060708090100%

プ ロ グ ラ マ ー

図13SE、 プ ログラ マ ーに求 め られ る資質 、能 力

(ソフ ト開発従事者に必要 な資質 ・能力)11の 要素(資 質 ・能力)の 中,ソ フ ト開発に従事

する上で重要であると回答(複 数回答)さ れた ものをSE,プ ログラマー別に図示 した(図13)。

縦軸にSEを,横 軸にプログラマーをとり,各 々が とくに重要 と回答 した もの合計である(回 答

は3つ まで)。 同図には(財)日 本情報処理開発協会情報処理研修センター調査による使用者側

が求めるそれ も示 した。調査,集 計方法が同 じではないので単純比較(ス コアの違い)は できな

いが,使 用者がSE,プ ログラマーに必要 と考える要素 と当事者が重要 と思 う要素には各々上位

のものに相違はないようだ。

SEは 「責任感」,上 ・中級プログラマーは 「柔軟性」,初 級プログラマーは 「正確性」がそれ

ぞれ第一位 である。また,職 種等級の上位の者ほど重要 と考える要素 は,「協調性」,「論理性」

および 「表現力」である。前者は上級職種になるほど組織上,仕 事遂行上の両面で管理的立場に

たつ者が増加 し,す ぐ後にみるように業務における人 とのコ ミュニケーション活動の比重が高 く

なるからである。後二者の 「論理性」,厂表現力」は仕事内容(得 意な領域の 「要求定義」,厂 シス

テム分析 ・設計」でスコアが高い)に よって規定 される。逆 に,下 位職種の者ほど多い要素は

「正確性」 と 厂忍耐力」である。これは下位職種の 日常業務が,か なりルーティン化 され神経の

集中を要する詳細な側面を有 しているためと考えられる。SEよ りプログラマーの方が重要 と考

えている 「柔軟性」 も,同 様に理解 しうるだろう。 また,使 用者が求める 「創造性(独 創性)」

は,SE自 身には 「体力」ほど必要 と考えられてはいない。かつて長時間労働 ,夜 間労働が問題

となっていた頃,「SEは 力仕事である」,「体力が勝負だ」 と言われていた状況が残存 しているこ

との証であるのか。
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中級SE 9H13M

初級SE
9H12M

8H53M

8}48M

8飼39M

平 均 8H59M
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c時 間 に よ る 業 務 の 配 分

ソ フ ト開 発 従 事 者 は,平 日1日 の全 勤 務 時 間 を い か な る業 務 に配 分 して い る の だ ろ う か 。 「社

内 の 会 議 ・打 ち 合 わ せ ・ミー テ ィ ン グ」,「顧 客 等 社 外 の 人 との 会 議 ・打 ち合 わ せ ・ミー テ ィ ン

グ」,「電 話 連 絡 等 」,「事 務 ・業 務 処 理 」,そ の うち 「デ ィス プ レー に 向 か って い る 時 間」,「 補 助

業 務 ・休 憩 ・そ の 他(後 片 付 け ・コ ピ ー ・生 活 行 動 等)」 の6領 域 に 配 分(10分 刻 み)し て も

ら った 。 そ の平 均 を職 種 等 級 別 に示 した の が 図14で あ る。 全 体 の 「事 務 ・業 務 処 理 」 は全 勤 務 時

間 の64.8%,「 デ ィス プ レー に 向 か っ て い る 時 問 」 は そ の 中 の48.7%で あ り,一 般 に 想 像 され る

よ う にVDT業 務 時 間 は長 くな い。 初 級 プ ロ グ ラマ ー に して も全 勤 務 時 問 の4割 を 占 め る に す ぎ

ず,上 級SEは 同2割 で あ る。 「事 務 ・業 務 処 理 」 お よ び 「デ ィ ス プ レー に 向 か って い る 時 間 」

は職 種 等 級 が 上 が る につ れ て 短 くな り,そ の 分,社 内外 の 人 々 との コ ミュニ ケ ー シ ョンの 時 問 が

長 くな る 。 と くに社 外 の 人 との コ ミ ュニ ケ ー シ ョ ンに 時 間 が さ か れ る の は,企 業 規 模 別 で は29人

以 下 と500人 以 上 の 企 業 で 多 くな る。 そ れ は,ソ フ ト開発 業 務 の 受 注 先,受 注 元 と して の 性 格 が

外 部 との接 触 を増 や して い る と思 わ れ る。 職 位 別 で は,課 長,係 長 が 長 い 。

sl
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零1ホ ワイトカラ。一 般 は 、 会 議 と 面 談 、 対 話 の 合 計

#2ホ ワイトカラー一 般 は 、 係 長 と 主 任 の 合 計

註⑬

図151日 の業 務 配分(職 位別)

1日 の勤務時間内の業務配分の特徴 を考えるために,わ が国の1000人 以上規模企業の一般ホワ

イ ト・カラー(職 位別)と 比較 してみよう(図15)。

ホワイ ト・カラー一般の業務に占める会議,面 談 ・対話の比率が高いのに対 し,ソ フ ト開発従事

者の業務は,管 理的職位 にある者の方が社員一般よりも人とのコミュニケーションの時間がより

長い とはい え,い ずれの職位において も 厂事務 ・業務処理」時間に集中している。剣持一巳が

「事務労働の分析⑭」で掲 げている日米のオフィスの仕事に関するデータでは
,日 本の技術者お

よびスタッフが費やす 「事務 ・業務処理」時間はいずれも50%弱 で変わ りはない。対 してアメリ

カの技術者の 「事務 ・業務処理」時間はスタッフのそれの2倍(22%)で あるが,会 議 と対話の

合計がいずれも約65%と なっている。

ソフ ト開発従事者の 「事務 ・業務処理」時間の集中は,技 術的ない しは専門的職種であること
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が 原 因 で あ る の だ ろ う か 。

そ こで フ ラ ンス の 設 計 エ ン ジ ニ ア の 場 合 をみ よ う⑮。A社(鋼 管 メ ー カ ー)・ 技 術 サ ー ビス 部

の 設 計 エ ン ジ ニ ア の1日 の 技 術 的 業 務 時 間 の 割 合 は43%で あ る の に 対 し,B社(通 信 機 メ ー

カ ー)・ シ ミュ レー タ ー部 の そ れ は64%で あ る。s.ク ロ ー フ ォー ドは,そ の 理 由 と してB社 はA

社 に 比 べ 利 用 技 術 と製 品 の 変 化 が 激 し く,そ れ故 に技 術 的 に 多様 で 変 化 に 富 ん だ 問題 の 解 決 と処

理 が 問 わ れ る こ と。 プ ロ ジ ェ ク ト ・チ ー ム方 式 に よ る業 務 遂 行 故 に,部 内 外 の折 衝 を引 き受 け る

プ ロ ジ ェ ク ト ・コ ー デ ィ ネ ー タ ー が存 在 し,そ の 他 の 者 の コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン活 動 を軽 減 して い

る こ と を 挙 げ て い る。 さ ら にB社 の エ ン ジ ニ ア に は ソ フ ト開 発 者 も含 まれ て お り,か れ ら は

ハ ー ドウ ェ ア の エ ンジ ニ ア に比 べ 技 術 的 業 務 に 特 化 して い る と指 摘 して い る。

ソ フ ト開発 従 事 者 の 厂事 務 ・業 務 処 理 」 時 間 へ の集 中 は,ソ フ ト開 発 とい う業 務 内 容 お よ び プ

ロ ジ ェ ク ト ・チ ー ム 方 式 に よ る業 務 遂 行 ・管 理 方 法 に よ る と こ ろ が 大 き い。 端 末 との 対 面 時 間 が

そ れ ほ ど長 くは な い と はい え,孤 独 で 孤 立 した 仕 事 内容 で あ る こ とが 分 か る 。

5組 織構造

aソ フ ト開発チーム

官僚主義化を回避 し,企 業組織の動態化,活 性化 を求めて課制の廃止→プロジェク ト・チーム

方式→マ トリックス組織の採用が産業,業 種を問わず進展 している。プロジェク ト・チーム方式

は,特 定の課題解決に従事する,非 反復性の開発 ・革新の課題に取 り組む,専 門分野 または担当

業務の異 なるメンバーによって構成 される非定常的組織,目 標の達成によって解散する一時的組

織を特徴 とする⑯。

これらのプロジェクト・チーム方式の特徴は,一 品受注生産が過半数を占めるわが国のソフト

開発 には適合的であろう。確かに,ソ フ ト開発 は,受 注 したソフ トウェア毎にプロジェク ト・

チームを編成 して行われるのが通常である。プロジェク ト・チーム方式に対 して,設 計,プ ログ

ラミングおよびテス トの工程を分業化 した組織管理に基づ く工場化方式 も欧米やわが国のメー

カー企業を中心に採用されてきた。よってメーカーの地方展開の多 くは,プ ログラミング工程を

地方の事業所に移転 し,事 業所の工程特化化 を図ろうとしたものである。 とくに地方の事業所を

中心にした担当工程の専門化が進んでいるが,一 事業所内の組織上の工程別編成(部 課単位)は,

今 日のようにOJTが 軸 になる教育 ・訓練方式では,よ り上級の ソフ ト開発従事者に育成 してい

くためには不都合であることが内外で指摘 されている⑰。SE,と プログラマーを別々の部課に配

属されると各々の分業化は促進されるが,相 互のコミュニケーションは成立 しにくくなるからで

ある。

チームを構成するSE,プ ログラマーが同一の部課に所属 しているケースが,調 査対象企業の

半数に達する。プロジェク ト・チーム対応型の開発ソフ ト種別に沿 った組織構造 といえるだろう。

聞き取 り調査では,課 編成の基軸 を業種(金 融,流 通,自 治体など)別 にしている企業が多かっ

た。プロジェク トによって異なるケースが1/3強,そ の都度横断的にあちらこちらの部課か ら

召集 されるのは1割 に過 ぎない。後二者では,SEお よびプログラマーが各々別個の組織単位に

分属 しているのか否かは定かではない。

企業規模別では,そ の都度いろいろな部課か ら召集するケースに小規模企業が多いが,同 一の

部課に所属 は100-200人 未満の企業で多 くなる。主要業務第1位 別にみると,基 本 ソフ ト開発,

ソフ ト・プロダク ト,工 程制御 ・CAD/CAM,情 報処理サービスは同一部課 に所属が平均よ り

ノ

一116一



多 く,CS・SIS,応 用 ソ フ ト開発,下 流 工 程 は プ ロ ジ ェ ク トに よ るが 多 くな る 。

開 発 ソ フ トの 規 模 別 で は,29Kス テ ッ プ以 下 と200Kス テ ッ プ以 上 で 同 一 部 課 に 所 属 が 多 くな

り,そ の 間 の30-199Kス テ ップ で プ ロ ジ ェ ク トに よ る が 多 くな る。 ま た プ ロ ジ ェ ク ト参 加 人 数

別 で は,7人 以 下 で 同 一 部 課 に所 属 が,15人 以 下 で プ ロ ジ ェ ク トに よ るが 多 くな る。

資 本 系 列 別 で は メ ー カ ー系 が 圧 倒 的 に 同一 部 課 に所 属 が 多 くな る 。 大 手 メ ー カ ー の シス テ ム ・

ソ フ ト部 門 で はSE,プ ロ グ ラ マ ご を 同 一 部 課 に配 属 して い る が,ア プ リ ケ ー シ ョン部 門 で は 両

者 を分 離 して い る。 しか し,本 調 査 対 象 企 業 に お け る 同一 部 課 に所 属 か プ ロ ジ ェ ク トに よ る か の

違 い は,受 注 ソ フ トの 規模 が 一 定 して い た り,組 織 管 理 が安 定 して い る こ と に起 因 して い る と思
`

わ れ る。

ソ フ ト開発 チ ー ムが 手 が け て い る 開発 業 務 の 平 均 像 は,

a.開 発 ソ フ トウ ェ アの 規 模:50-100Kス テ ップ数 が 中 心 。 メ ー カ ー系,ユ ー ザ ー系,ま た,

従 業 員 数 の 多 い 企 業 ほ ど大 規 模 な ソフ ト開 発 が増 加 す る。

b.開 発 期 間:6-8ヶ 月(平 均7.6ヶ 月)を 中心 に,最 小1ヶ 月 か ら3年 まで の 幅 を もつ 。

大 都 市 の大 規 模 な開 発 を手 が け て い る 企 業 は,そ の 期 間が 長 くな る。

c .チ ー ム編 成:チ ー ム の 構 成 人 員 は4-5人,そ の リー ダ ー とな るSEの 職 歴 年 数 に は幅 が

あ り,5-14年(平 均8。2年)が 多 い(図16参 照)。

〔チーム・メンバー(SE+カ グラマー)数 〕

〔開発期間〕 〔チーム・リーダーの 経験 年 数 〕

図16ソ フ ト開発業務の平均像
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以 上 を総 合 す る と,上 級 プ ロ グ ラマ ー ま た は初 級SEを リ ー ダ ー と した4-5人 が チ ー ム を組

み,1人 ・月 当 た り1Kス テ ップ 数 の 開 発 業 務 が 平 均7ヶ 月 強 に わ た る。 よ り大 規 模,複 雑 な プ

ロ グ ラ ム は,こ の最 小 単 位 を い くつ か 並 列 化 し,さ らに そ れ を階 層 化 して い く方 法 が と られ る。

聞 き取 り調 査 に よ る と,リ ー ダ ー は 複 数 の プ ロ ジ ェ ク トに 参 加 す る が,チ ー ム ・メ ンバ ー に は仕

事 の か け もち が な い の が 通 常 で あ る 。 しか し,開 発 の終 わ った ソ フ トウ ェ ア の保 守 ・運 用 をや り

な が ら新 しい ソ フ ト開発 チ ー ム に 参 加 す る場 合 も多 い。

b組 織内分業化 とSEの 専門化

63診

術め管理部門(平均4励ゆ

均149

図17組 織の分業化の現状

ソフ ト開発工程におけるSE,プ ログラマーとの垂直的分業の組織化は,大 手 メーカーのよう

には進展 していない。組織内の開発工程周辺の業務別分業化はどの程度すすんでいるのだろうか。

図17に みるように,営 業部門やソフ ト開発技術の管理部門(生 産性向上のための技術部門)を 専

門的に担当する部署が設置 されている企業の割合は多いが,テ ス ト部門に関 しては500人 以上企

業のみが3割 であ り,そ れ以外ではようや くその半分に達 しているのみである。営業部門の独立

化 は,営 業力の差が企業業績 に反映す ると思われる独立系やその子会社,受 託計算サー ビス,

SIS,ソ フ ト・プロダク ト/パ ッケージ ・ソフ ト,下 流工程で多い。ソフ ト開発技術 の管理部門

は,メ ーカー系,基 本ソフ トでその比率が高 くなる。本調査 に4年 先だって実施 された東大調

査⑱と比較す るとソフ ト開発技術の管理部門はどの規模においてもほぼ倍増 してお り,と くに30

人未満の小企業での増加率が高い。また,営 業部門の増加について も同様 に,小 規模企業に著 し

い。その結果,独 立系の子会社や下流工程での比率が高 くなったものと考えられる。経営管理や

生産(ソ フ ト開発)管 理が未整備なままの経営活動が許される状況ではなくなってきているのだ

ろう。

SEの 専門化,特 化の状況 も組織管理上の分化に対応 している。業務範囲 と生産管理の9つ の

専門領域 に関 してSEの 専従者が存在するかいなかの問いに対する回答結果である(図18)。 や

は りここでも大規模企業ほどSEの 専門化が進んでいる。業務範囲別(全 体)で は業種(金 融,

流通など),機 種(汎 用機,WS,オ フコンなど)に 対応,次 いでネ ットワークに対応 した専従

者のいる企業が多 く,特 定 システム資源(DBMS,CPUな ど)対 応の専従者 は,500人 以上規模
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設#f

29人以下30-49人50-99人106-199人200-499入500人 以上

注()内 は 全 体 の 設 置 率

図18SEの 専門分化の企業規模による違い

で も3割 を越える程度である。生産管理分野で は,500人 以上企業において営業 ・システム提

案 ・コンサルティング専従,開 発技術智理専従,大 型プロジェク ト管理専従の割合は高いが,品

質管理およびライブラリー管理の専従度 は低い。その他の規模では100人 以上企業のみで営業 ・

システム提案などの専従が40%を 越えるが,こ れ以外の専従化は今後の課題である。資本系列別

では,開 発技術管理および品質管理のみでメーカー系が,そ れ以外の生産管理分野と業務範囲の

いずれにおいてもユーザー系が高い。主要業務第1位 では,CS/SIS,応 用ソフ ト,受 託計算で

相対的に専従化度が高い。

近 い将来SEの 専従化を考 えている業務範囲ないしは生産管理分野についての回答は,回 答な

しが70%近 くもあり信頼性 を有する結果になっていないが,10%を 越えたのはネットワーク対応,

営業 ・システム提案などの専従および品質管理専従である。

先の組織の分業化 とSEの 専門化 との関連 をみると,ソ フ ト開発技術の管理部門が専門分化 し

ている企業 ほど開発技術管理専従者比率は高 く,テ ス ト部門が専門分化 している企業は同様に品

質管理専従者比率が高い。

6ソ フ ト開発の魅力と不安

ソフ ト開発 の魅力 として 「お もしろさ ・や りがいの要素」の回答結果 をみると(図19),全 体

では創造性(「 アイデア ・考え方を仕事に反映できる」),自 由裁量性(「 裁量でいろいろ工夫がで

きる」),達 成感(「 むずか しいソフ ト開発に成功 した時」)が 上位 を占める。職種等級別では,

SEの 場合に上位 を占めるのは創造性,自 由裁量性そして上司 ・顧客 による仕事の評価である。

上級 プログラマーは創造性,達 成感に次いで自由裁量性が3位 に入るがスコアはSEに 比べてか

な り低 くなる。中 ・初級プログラマーでは創造性,達 成感,公 共サービス性(「 開発 したソフト

が社会に役 立つ」)が 上位 を占めるものの,よ り上級の職種に比べて達成感や公共サービス性の

スコアはほぼ同程度,創 造性や自由裁量性のそれは一段 と低下 している。
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勧序

図19ソ フ ト開発 のお も しろ さ ・や りが い

SEは 仕事 に対するおもしろさややりがいを職務遂行上の自律性や創造性,そ の結果 としての

評価,す なわち専門職の特性である要素を挙げている。他方,7'ロ グラマーが挙げる達成感は,

専門的技術や技能を必要 としない半ない しは不熟練職の者がとりわけ選択する要素である。設計

と切 り離 されたプログラミング工程では,SEが 享受 しうるソフ ト開発 自身の魅力か らも切 り離

されている。公共サービス性 もまた,日 常的な業務遂行から直接的に帰納 しうる要素 とは思われ

ない。いわば観念化 された職業規範である。 しかし,か れらの約1/3の 者に情報社会化の一翼

を担 っているとい う自覚があ り,こ の自覚はソフ ト開発者 としての熟練が形成されるにつれ強 く

なっている。他の属性 とのクロスをみると30才未満が約30%で あるのに対 し,30才 以上では40%

代 とな り加齢 とともに増加 していく。 また,学 歴別では大卒以上の者の方がそれ以外の学歴の者

より自覚が強い。

次に 厂仕事の将来への不安要因」の回答結果 を年齢階級別に示 したのが,図20で ある。

「特 に不安 なし」が1割 ,「国際化によつて今の仕事がな くなる」不安 も5%以 下である。全体

でスコアの高い要因は,「 いつか,能 力の限界にぶちあたるのではないか」47.8%,「 技術 の進歩

と変化についていけないのではないか」41.9%で ある。前者の最大スコアは25-29才 コーホー ト,

最小は35才 以上 コーホー トでその差は1.23で あり,後 者の最大は30-34才 コーホー ト,最 小は同

じく35才以上コーホー トでその差 は1.44で ある。最大 と最小の差が より大 きいのは,「 人並に仕

事をしているが,周 囲(上 司)が 正当に評価 してくれないのではないか」3.15,「 仕事が きつ く,

肉体的,精 神的についていけないのではないか」2.59で ある。学歴別にみると 「技術進歩 ・変化

についていけない」は高学歴者が,「 能力の根界」および 「肉体的,精 神的についていけない」

は低学歴者がよ り不安を感 じている⑲。
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図20仕 事の将来への不安(年 齢階級別)

「仕事がi亡しいので,仕 事(会 社)人 間になって しまうのではないか」,「会社が縮小 した り,

倒産 したりするのではないか」の二要因は35才 以上コーホー トで しり上が りとなる。前者の仕事

人間への不安は,経 験と技術力 を蓄積 している中堅層であ り且つ組織上の管理責任者 として仕事

の負荷が増大することか ら発 しているとみられる。後者の会社の縮小 ・倒産への不安は,管 理職

としての位置が所属企業の経営内容を観察 しう為立場にあると同時に,ソ フ トウェア産業の短期

的な急成長は未だ個々の企業の経営基盤の安定化に確信 をもたせるゆとりを与えていないのであ

ろう。企業規模別では200人 未満の層で相対的に高い(200人 未満で26.8%,200人 以上で12.6%)。

上記の しり上が りの二要因以外では,35才 以上コーホー トか ら不安が減少 している。いわゆる

「35才定年説」 を支持する要因は,ほ ぼ35才 を過 ぎて軽減 しているといえよう。 しかし 「能力の

限界」不安 は,軽 減 しているとはいえ35才 以上で も40%を 越えている。「35才定年説」が論議 を

呼んだ時期に比べて客観的な状況が改善され,も はや過去のものとなったという説 も聞こえるが,
「35才定年説」はソフ ト開発従事者自身にとって決 して古 き時代の伝説ではない。

7労 務管理

a採 用と退職

第二次ソフトウェア ・クライシスとして,ソ フト開発従事者(と くにSE)の 慢性的需要過剰

が強調 され続けてきたが,バ ブル経済の崩壊の影響が顕在化する92年 には,一 転 して大手ソフ ト

ウェア企業の採用削減計画や中小ソフ トハウスの労働力過剰が指摘 されるようになった。そして

92年9月20日 付 「朝 日新聞」は,ソ フ ト開発の受注や技術者派遣の減少により,情 報サービス産

業協会(ソ フ ト業界団体)が 雇用調整助成金を労働省に屯請 したと報 じている。しかし,本 調査

結果は,景 気拡大期末に実施 したためその変化の影響を受けてはいない。。
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表2採 用 と転職(1990年 度)

新規採用者に占める

定期採用

達 成 率

(平均)

定期採 用

者 比 率
(うち大卒)

中途採用

者 比 率

(うち同業他

社からの転

職率)

入 職 率 離 職 率

全 体 ass 83.1 72.7 40.1 27.3 52.5 17.8 4.1

29人 以 下 213 47.1 44.4
..

55.6 50.0 23.5 9.8

30--49人 138 65.7 57.1 15.9 42.9 51.5 27.5 7.9

50～99人 172 74.8 66.4 20.2 33.6 46.7 23.1 6.6

100～199人 118 81.9 78.2 35.5 21.8 60.4 19.7 3.9

200～499人 94 .. 74.5 39.5 25.5 53.6 15.3 4.4

500人 以上 48 90.2 74.9 52.4 25.1 50.2 15:7 2.9

メ ー カ ー 系 67 92.7 87.9 64.4 12.1 68.5 16.2 2.5

ユ ー ザ ー 系 64 86.5 80.6 50.3 19.4 .. 13.1 2.3

独 立 系 542 79.3 .: 30.0 31:9 47.5 19.2 5.0

独 立系 の子 会社 96 78.6 63.1 33.3 36.9 55.2 15.1 3.5

東京 ・川崎 ・横 浜 469 .. 72.2 37.0 27.8 47.9 17.6 4.4

名 古 屋 ・ 大 阪 91 81.2 69.4 36.8 30.6 49.1 14.2 2.7

地 方 都 市 226 938 74.1 39.2 25.9 64.3 18.7 3.3

91年 度4月 入社者の定期採用計画達成率は(表2),従 業員数100人 以上の企業で平均80%を 越

えるが,30人 未満企業では同47%で あった。定期採用者比率は,30人 以上企業で過半数 となり,

200人 以上企業では70%を 越える。また,定 期採用者および従業員に占める大卒比率も100人 規模

を境界に,そ れ未満の企業は20%未 満が大勢を占める。

資本系列別にみる採用計画達成率は,メ ーカー系→ユーザー系→独立系の子会社→独立系の順

に状況が悪化す る。また,本 社所在地別では,大 都市圏よりも地方の方が労働力需給にゆとりが

みられる。

以上の定期採用者の多寡および離職率に反比例 して,中 途採用者の比率が推移する。中途採用

は,定 期採用の代替であ り退職者の補充である。中途採用者比率および離職率は小規模企業,独

立系およびその子会社,大 都市圏でその比率が高い。中途採用者に占める同業他社からの転職比

率は,メ ーカー系,ユ ーザー系 を除いてほぼ50%の 水準で一定 している。これは,必 ず しもソフ

ト開発経験のある人材 を求めての中途採用ではないことを示 しているといえよう。

以上の現実が各社の採用方針に反映される(表3)。

表3採 用方針(MA)

定期採 用に

限っている

原則は定期採

用だが中途採

用も行う

質的な面よ

り量的に充

足 したい

質的に満足の

いく人材確保

を目指す

そ の 他/

NA
n=

全 体 13.2 66.2 9.0 53.7 3.9 786

一一29人 8.9 52.1 11.3 62.0 4.7 213

企 30～49人 10.9 65.9 10.1 57.2 1.4 138

業 50～99人 11.0 76.2 11.0 51.2 4.7 172

規 100～199人 22.9 66.1 5.9 50.8 1.6 118

模 200～499人 14.9 74.5 5.3 44.7 5.3 94

500人 以上 16.7 81.3 2.1 41.7 6.3 48

資 メ ー カ ー 系 26.9 62.7 4.5 41.8 1.5 67

本 ユ ーザー系 14.1 67.2 3.1 54.7 4.7 64

系 独立系 10.9 67.7 10.3 55.4 3.9 542

列 独立系の子会社 14.6 58.3 9.4 54.2 5.2 96
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厂原則 として定期採用を希望するが,量 的に充足 しないため中途採用 も行 っている」が もっとも

多い。この方針 は 「定期採用に限っている」企業 とともにより大規模企業に多 くみられる。大企

業 を中心に内部労働市場化が進展 していることが指摘されてお り,そ の傾向を裏付けているもの

の,そ れを実現で きるのは大手企業だけである。他方,「 質的な面 より量的に充足 したい」企業

は少数であるが,従 業員数100人 未満,首 都圏の独立系,主 要業務では下流工程 に比較的多い。

「量的に充足 しな くても,質 的に満足のいく人材確保を目指す」企業は,200人 未満,独 立系およ

びその子会社,そ してCS・SIS,応 用 ソフ トの一括受託 に多い。すなわち,量 をとるか,質 を重

視するかの選択は,主 要業務に規定 されるが,規 模,資 本系列や本社所在地などの企業属性によ

る差よりも,同 一属性内での分化が現れている。

この分化 を説明する要因 として,退 職者比率が挙げられるだろう。退職者比率は確かに従業員

数100-200人 未満および500人 以上,メ ーカー系やユーザー系の企業で低 くなるが,こ れ以外の

層では退職者ゼロと退職者ありで分化 していることと無関係ではない。

平均転入職率21.9%は,労 働省 「雇用動向調査」による全産業9.6%(1990年)に 比 してかな

り高いが,平 均退職者比率(離 職率)4.1%は 同15.3%の ユ/3以 下に留 まっている。タイ トな

労働力需給 を背景 として,第 二新卒なる概念の定着,大 手企業の中途採用意欲の高まりや専門

的 ・技術 的職業従事者の離職率の上昇(87年 の6.7%か ら90年の8.5%「 雇用動向調査」)な どを

も考慮すると,ソ フ トウェア産業の離職率は高いとはいえず,労 働移動には新規採用者による入

職率1(17.8%)の 高さが寄与 している。別稿 で論 じたソフ ト開発従事者の移動性向は,30才 代前

半 までの若年層の40%強 に勤務先移動の用意があ り,30才 代後半以降の中年層の2/3が 転社経

験 をもっている。かれらの移動性向は高いが,全 産業内で労働移動が活発化 してお り,と りわけ

属する企業規模や年令 を考えると突出しているわけではない。

b教 育訓練と能力開発

他の専門職や技術者 と異なってソフ ト開発従事者の多 くは,入 社後にソフト開発の知識,技 術,

技能を獲得 し,仕 事 をすることによって熟練 していくコースを歩む。したがって,ソ フト開発従

事者のキャリア ・パスは,か れらのモラール ・アップに影響を与える制度であるとともに人材育

成の基軸である。

キャリア ・パスには大 まかに分類すると,単 線型と複線型(図6)が ある。単線型 は,初 ・

中 ・上級プログラマーか ら初級SEを 通って中 ・上級SEに 昇格 してい くパスであ り,複 線型は

プログラマーとSEの パスが断絶 してお り各々別個のパスが設けられているか,プ ログラマーか

らSEへ のパスおよびプログラマー頭打 ちのパスの併用である。アプリケーション ・ソフ トの場

合 に単線型(SEの 養成)が,基 本ソフ トなどのシステム ・プログラマーの場合に複線型(プ ロ

グラマーのエキスパー ト養成)が 中心である。システム ・プログラマーの多いと思われるメー

カー系では複線型が,ア プリション ・ソフ トが中心の独立系では単線型の割合が高い。問題は後

者の場合における両者の併用が どうなっているかである。設問の仕方が適切でなかったこともあ

り,明 確な特徴 を把握 しえなかった。インタヴューを実施 したユーザー系企業(従 業員数300人)

では,プ ログラマー→SEの パスは男子のみを対象 とし,女 子はプログラマー頭打ちであったが,

4年 前にパスの一本化が図られている。従業員数別に併用状況をみると,プ ログラマー頭打ちと

予想 されるパスをもつのは,100人 以上企業から増加 している⑳。
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囓

資格制度豹(東大社研謬査)

専門蜃制度豹(東大社研調査)

区別あり(今回調査)

篠 員敷
～29人30～49人50～99入100人 以上

図21SE、 プ ログ ラマー の職種 上の 区別

キャリア ・パスそれ自体は資格制度 として制度化され,ま た職能資格制度や専門職制度 と結合

して運用される。本調査でキャリア ・パスをもたない企業はなかったが,職 種(配 属,資 格,待

遇など)と してSE,プ ログラマーを区別 している企業は約46%で ある。 これをゆるやかに資格

制度の制度化 と考えることがで きるだろう。キャリア ・パスを企業規模別 にみると(図21) ,東

大調査結果⑳における資格制度の場合は規模別に整列 しているが,本 調査では50人 未満 と500人

規模で区別あ りが多 くなる。資本系列別では独立系およびその子会社で ,主 要業務第1位 では情

報処理業務,応 用ソフ ト,下 流工程で多い。上記のキャリア ・パスの単線型 との関連そ して ソフ

ト開発従事者以外の職種(オ ペレータ,キ ーパ ンチャーなど)の 存在 と係わっているもの と思わ

れる。

0 50 %
1

〉

1.情報処理に関する資格等の取得奨励 3:器器:罌鵬3器 言器3333黜:器 器噐33器3言器"認33:3:黜 器;;33器:器翻76

、

2自 己啓発の援助体制
…゚ … 綿::器 認器 畧器3器33333器器`;:器3蜘

3.キャリアパスに応 じた教 育研修制度の充実 ≡≡三≡謹1鐙 ≡≡≡≡霾 驛 瀏 甜

邏 邏翻 ⑳

钁 蠱嬲19

鬣靆 翻6

4.QCサ ークル活動

5.漂靴 技法や再利用ツールの開発等に対する散 制度

6.ロ ー テ ー シ ョ ン制度 の 確 立

図22開 発従事者の知識と技能向上のために実施 している施策

制度的な上級職種への昇格ルー トが開かれていたとして も,開 発従事者のアスピレーション,
モラールを高める施策,知 識 ・技術 ・技能向上のための教育訓練制度等の整備 ・充実が図 られな

ければキャリア ・パスは生 きた制度 とはな りえない。そこで各社がどのような施策や制度 を実施

しているかの回答結果が図22で ある。 自己啓発やローテーション制度などの教育 ・訓練上の3項

目,資 格や提案に対する奨励 ・報償,QC活 動などの技術 ・技能や生産性向上に向けたモ ラール
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対策上の3項 目に関す るものである。情報処理に関する資格等の取得奨励(77.5%),自 己啓発

の援助体制(50.3%)が 半数以上の企業で採用 され,そ の後にキャリア ・パスに応 じた教育訓練

制度の充実(39.2%)が 続 く。ほとんどの項 目で企業規模が大 きくなるにつれて導入率 も高 く

なっている。

ソフ ト開発 における教育訓練の主軸はOJTで ある。わが国ではOJTの 評価 は高いが,OJT中

心の教育訓練方式 はoff-JT制 度の未整備に よる成 りゆ き管理の結果であることも多い。東大調

査では,き わめて多 くの企業で 「経験の浅い者をいれ」た り(72%),「 少 しずつ難 しい仕事をこ

なせるように」(91%)し ているが,「 異なった業務に就けるようにする」企業は47.2%と 低 くな

る。本企業調査においてローテーシ ョン制度 を確立 している企業は,全 体の16%で しかない。い

わば幅広い熟練形成 をはかれるように人員の配置をしているとしても,そ れを制度化 している企

業は少数である。

メーカー系は,標 準化技法等に対する報償制度やQCサ ークル活動の導入率が他 に比べて著 し

く高い。これは作業(開 発)の 標準化,各 種 ッールの開発などの生産性向上施策がメーカー主導

で進められ,そ れが子会社にも輸出されているからである。

全体で第2に 実施の多い情報処理に関する資格等の取得奨励 は,ソ フ ト開発や情報処理業種で

高いが,CS・SIS,工 程制御 ・CAD/CAMや ソフ ト・プロダク ト/パ ッケージ ・ソフ トで低い。

後者の業種では高学歴者比率が高 く,取 得奨励策はどちらかというと低学歴者向けといえなくも

ない。これ らの企業では受験費用,合 格一時金や資格手当が支給された り,ま た自社内の資格等

級 を公的資格 に対応 させている企業 もある。 しか し,こ の施策はそれほど効果を発揮 していると

は思われない。個人調査結果による資格取得者は全体の40.7%で,し かもその中の74%が 二種情

報処理技術者である。

このような現状の能力開発に対 して,ソ フ ト開発従事者自身は充足 しているのであろうか。個

人調査にみる仕事や会社に対す る不満要因からそれを探 ってみ よう。不満要因全体の中で2番 目

に高いのが 「教育 ・能力開発の機会が少ない」38.4%で あった。職種等級別では中 ・上級プログ

ラマー(各46%,43%)お よび中級SE(42%),学 歴別では理系大卒,情 報処理系専門学校卒の

者(各43%,39%)に 多 く,企 業規模別で は50-100人 未満に集中 している。労働省調査⑳によ

ると 「ソフ トウェア関連技術」の教育機会に関して 「充分である」+「 ある程度充分である」の

合計が54.9%で あるのに対 し,「全般的にみた能力開発の機会」は同33.8%と なっている。「ソフ

トウェア関連技術」に対する評価が高いのは,そ の機会の中にOJTが 含 まれているからである。

それではソフ ト開発従事者は,能 力開発 ・向上のためにいかなる施策 ・制度の整備 ・充実を希

望 しているのか。全体では 「セ ミナー ・講習会への勤務時間内の参加」59.8%,「 社内の研修制

度」40.1%の 希望が多い(図23)。 上級プログラマー以上の者には前者や 「自己啓発制度」の充

実を望む割合が高 く,後 者 を希望する者 は上級プログラマー,初 級SEに 多い。「海外研修 ・派

遣」や 「大学への派遣 ・研修」が平均 より高いな ど,総 じて上級 プログラマーと中 ・上級SEに

制度 ・施策の整備 ・充実を求める声が大 きい。学歴別では大卒者,と くに理系において能力開発

要求が強い。

ところで東大調査⑳によると,中 堅技術者に対する社外(専 門団体およびコンピュータ ・メー

カー主催)の セ ミナー ・講習会を実施 している企業は半数を越 え,社 内研修3割,外 部通信教育

2割 以上 となっている。この実施の内容が問われるところである。われわれのインタビューでは,

いつで も好 きな時に参加できるわけではなく制約 も大 きいが,社 外研修制度を実施 している企業
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図23希 望する能力開発のための施策 ・制度の整備 ・充実

は少な くなかった。企業負担(勤 務時間内 ・費用)が 制度化されていたとしても,そ れが可能と

なる時間的余裕が不可欠である。前掲の労働省調査における中堅技術者教育の問題点の第1に 掲

げられているのが,「教育に十分な時間がとれない」67.3%⑳ であったことで も明らかであろう。

今後は,制 度 ・施策の形式化 ・高度化 ・多様化 よりも,現 存の制度 ・施策を実質化 してい くこと

が急務 と思われる。

c労 働時間

ソフ ト開発従事者の労働問題の1つ に長時間労働が常に挙げられて きた。東大調査⑳によると,

その5年 前 と比較 した実労働時間は減っていると回答 した企業が42%で ある。 しかし,『 日経 コ

ンピュータ』(1992年8月24日 号)の 第4回 情報処理関係者の実態調査 は,時 短 目標 の推進

(ユーザー企業),不 況による仕事減(コ ンピュータ業界)を 理由として残業は減少 しているが,

長時間労働 は続いていると報告 している。

他方,10日 以上連続の長期休暇制を実施 している企業は10.9%と まだ少数であるが,完 全週休
2日 制の導入は85.6%,フ レックスタイム制のそれは40 .1%に のぼる。

メーカー系 はフレックス タイム制や長期休暇制度が他 に比べて採用比率が著しく高い。 これは

メーカー系やユーザー系は規模の大きい企業が多いこともあるが,そ れ以上に大企業である親会

社の伝統的な制度,慣 行が導入 されているためと思われる。
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企 業 の 主 要 業 務 別 で は,情 報 処 理 業 務 で 完 全 週 休2日 制 が相 対 的 に低 い(66.7%)。 そ れ は既

述 の ご と く,こ の業 種 で は ソ フ ト開発 従 事 者 比 率 が 低 い こ と と関 係 が あ る よ う に思 わ れ る。 ソフ

トウ ェ ア産 業 の 異 常 に 高 い こ の制 度 の 実 施 率 は,同 業 他 社 並 に 揃 え,と くに よ り多 くの,よ り上

質 のSE,プ ロ グ ラマ ー を引 きつ け る 条件 と考 え られ て い る結 果 で あ る 。

実 態 は ど う な の だ ろ うか 。 調 査 対 象 者 の所 定 内 労 働 時 間(昼 休 み等 を除 く)の 平 均 は7時 間49

分,7時 間46分 一8時 間(46.1%)次 い で7時 間30分 以 内(33.0%)が も っ と も多 い 。 しか し,

1日 の 実 労 働 時 間 は,平 均8時 間59分,8.31-9時 間(22.8%),7.31-8時 間(20.3%)そ し

て9.31-10時 間(16.6%)が 上 位 を 占め る 。 これ らの所 定 内 お よ び実 労 働 時 間 は,労 働 省 「毎 月

勤 労 統 計 調 査 」 に よ る全 国平 均(30人 以 上 の 事 業 所,産 業 計)各7.40時 間,8.14時 間 よ り も僅 か

に長 い 。 リ ク ル ー ト ・B-ing編 集 部 『ニ ッポ ンの 技 術 者 は何 を考 え て い る か』(1991年)の 調 査

で は,ソ フ ト開発 職 の1ヶ 月 当 た り実 労 働 時 間が206.2時 間,プ ロ グ ラ マ ー が 同202.3時 間 で あ り,

1日 当 た りに直 す と本 調 査 平 均 よ り も約1時 間近 く長 い 。

長 時 間 労 働 の 原 因 と して,開 発 環 境 の 未発 達(ハ ー ドウ ェ ア な ど)に よ る機 械 待 ちや 合 理 化,

組 織 化 され な い 生 産 技 術,作 業 管 理 な どが こ れ まで 指 摘 され て きた 。 企 業 調 査 で は,生 産 性 向 上

な い し は作 業 環 境 改 善 に む け た 施 策 の実 施 状 況 を 尋 ね て い る。 プ ロ グ ラ ミ ン グ工 程 の 自動 化,合

理 化 と して,ワ ー ク ス テ ー シ ョ ン の 導 入,再 利 用 ッ ー ル や デ ー タ ベ ー ス の 利 用 は50%以 上,ド

キ ュ メ ン テ ー シ ョン の標 準 化 は38%の 企 業 で,ユ ー ザ ー企 業 に 出 向 か ず か つ機 械 待 ち を必 要 と し

な い作 業 環 境 と して,オ フ コ ン の導 入 は45%,ユ ーザ ー企 業 との オ ン ラ イ ン化 は42%,ひ と り1

端 末化 は41%の 企 業 で 実 施 され て い た 。 生 産 性 向 上 施 策 を導 入 して い る企 業 と開 発 従 事 者 の 労 働

時 間 の 有 意 な相 関 関係 は 見 い だせ な か った が,こ の よ うな施 策 は,長 期 的 に 残 業 時 間 を減 少 させ

て きた 。 そ れ は,SEと プ ロ グ ラマ ー との 実 労 働 時 間 の 相 違 と して あ らわ れ て い る。
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図24平 均 お よび過 寺1年 間 で も っとも多 い 月の残 業 時間

(職種等級 、職位 、プ ロジ ェク トの役 割別)

1ヶ 月 平 均 お よび 過 去1年 間 で も っ と も多 い 月 の所 定 外 労働 時 間 を,職 種 等 級 別,職 位 別 お よ

び プ ロ ジ ェ ク ト ・チ ー ム 内 の 役 割 別 に示 し た(図24)。1ヶ 月,も っ と も多 い 月 と もに カ ー ブ を

描 くの が,リ ー ダー → モ ジ ュ ー ル の 責 任 者 → メ ンバ ー の順 で 少 な くな る役 割 別 で あ る 。 職 位 別 で

は主 任 ク ラ ス に,職 種 等 級 別 で は上 級 プ ロ グ ラマ ー以 上,と りわ け 中級SEに 負 担 が 大 き い よ う

で あ る 。 ま た,現 在 の 主 な職 務 別 で は,ソ フ ト技 術 営 業 が もっ と も多 く1ヶ 月平 均 で は51時 間以
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上 が16%,も っ と も多 い 月 で は101時 間 以 上 が41.1%に も達 す る。 企 業 規 模 別 で は500人 以 上
,50

-99人 規 模 で 平 均 値 が 高 か
っ た が,そ れ ほ ど大 き な相 違 は な い 。

表4勤 務先の主な業務別労働時間

所定内労働

時間
実労働時間

平均残業時間

(1ケ別

1年 間で もっとも多い月

の残業時間(1ヶ 月)

全体 7"31"_ 8``45"' 28h17m 76"34m
一括受託 7k31m 8"52"` 29"35m 79"05m

下流工程の受託 7海37解 8h37m 26"18m 73h59m

CS.IS.CAD/CAM

ソフ ト・プロダク ト
7毒32彫 8"50"' 28"50m 79"OOm

情報処理 7h27"` 8h49"` 28h43m 70h20m

勤務先の主 な業務別の労働時間か らそれを確認 してみよう(表4)。 応用 ,基 本 ソフ トの一括

受託を主業務 とする企業と詳細設計以下の下流工程のそれを比べると,前 者の方が所定内労働時

間では短いものの,実 労働時間,1ヶ 月平均およびもっとも多い月の残業時間ともに長い。一括

受託を主業務 とする企業の方が,平 均すると企業歴が長 く規模 も大 きいので形式的な労働条件が

より整っているため,所 定内労働時間が短い。 しか し,実 労働時間が長い。残業 を含む長時間労

働の源泉はプログラミング工程ではな く上流工程にあることがわかる。

残業発生要因 として,『 ソフ トウェア産業 と経営⑳』によると(本 調査ではそれに関する質問

を行わなかった),ユ ーザー関係要因(多 い仕様変更や不明確 な仕様,不 正確な納期の見積,機

器利用)137.2%を 始めとして従業員関係要因(量 的不足 と質のアンバ ランス)61.1%,ソ フト

開発関係要因(不 十分な工数見積や不適切なシステム開発管理)38.3%が 挙げられている。従業

員関係要因では,質 のアンバランス(特 定の者 しか担当で きない仕事があるため)33.1%に 次い

で量的不足(仕 事 自体が従業員数に比べて多すぎる)16 .2%が 主な要因である。 また,『 日経 コ

ンピュータ』(1992年8月24日 号)に みる残業が多い理由では,「当初か ら残業を前提 とした作業

の割 り当て」32.2%,「 会議 など間接業務が多す ぎる」17.1%,厂 プロ'ジェク ト管理の不備」

11.5%が 上位 を占めている。第1位 の 「勤務時間を無視 した仕事量 ,開 発体制」は,「 スキルを

持 った人材が不足 しているため,必 然的にスキルのある人に作業が集中し,残 業が増える」 と質

のアンバランス論へと帰結 している。

いたるところで指摘されているソフ ト開発従事者の質のアンバ ランス論は,別 稿で触れたので

詳述は避けるが,本 調査結果からもはっきりと窺える。プログラマー不足 と回答 した企業は20%

に対 し,SE不 足のそれは78%に 達す る。また,ソ フ ト開発従事者の勤務先および仕事への不満

要因の大 きいものは,要 員不足55%,次 いで少ない教育 ・能力開発の機会38%で ある。上流工程

を担当 しうる要員不足が,過 労死に至るような特定層への仕事の集中に拍車 をかけている。

図25サ ー ビス残 業の 有無(%)フ ロシキ残 業の 有無(%)
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以上のような所定外労働時間に算定されないサービス残業(残 業代 を要求 しない,も しくはで

きないこと)や フロシキ残業(仕 事を自宅に持ち帰ること)の 実態はどうであろうか。いずれも
「まった くない」が約半数を占めているが

,過 去に一度でも経験 したことのある人が半数いるこ

とになる(図25)。 両者 を比べるとサービス残業の方がフロシキ残業より頻繁に行われているよ

うだ(「 よくある」,「時々ある」の合計は,各23.4%,19.3%)。 労働省 「所定外労働(残 業)の

削減に関する調査結果」では,29%が サービス残業 をしていると報告されている。設問の仕方が

異なるので厳密な意味では比較に耐えないが,サ ービス残業が問題となっている金融 ・保険を含

む産業平均 よりは少ない。

両残業ともSE(と くに上級SE),課 長 ・係長クラスに多 く,と りわけ35-39才 コーホー トの

者にしわ寄せがいっている。企業規模別では,500人 以上の企業でサービス残業が少な く,フ ロ

シキ残業は29人 以下,50-99人 規模の企業で相対的に多い。属性別では業務遂行および組織管理

上の責任 を負い(時 には役職上,残 業手当がつかない),仕 事が集中す る層,す なわち実労働時

間のより長い立場の人々にその比率が高いが,企 業の人事管理制度の未整備によるところ も大 き

いといえよう。

d所 得と能力主義的処遇

表5年 令、学歴別平均年収(男 子)
産別 鯖 報サービス ・調査 ・広告) 職種別(10-99人) 本 調 査

大卒 高専 高卒 SE
プ ロ グ

ラマー
男子計

理 系

大 卒

情報 処

理系 専

門学校

高卒

24才 以下

25-29才

30-34才

35-39才

40才 以上

273.0

362.6

494.2

642.:7

837.0

244.3

332.0

453.2

551.8

704.6

251.3

336.4

436.3

543.4

665.7

267.7

345.1

425.7

529.1

679:0

239.5

305.2

399.7

453.3

553.2

260.1

356.2

478.2

577.1
..

245.E

342.9

474.3

605.6

705.6

258.4

353.4

488.3

572:2

683.3

258.7

338.8

450.0

560.0

716.7

(出典)「 賃 金 セ ンサ ス」

まず本調査サ ンプル全体の平均年収(表5・ 年令コーホー ト,学 歴別)は,産 業別(情 報サー

ビス ・調査 ・広告業)の 規模計の男子(『 賃金センサス』)と 比べるとほぼ同水準である。34才 以

下で若干上回 り,35才 以上で同じか少々下回 っている。学歴別にみると,大 卒は産業別水準より

低 く,短 大 ・高専(専 門学校 も含める)卒 お よび高卒は高い。この産業別の男子の賃金水準は,

男子 ・標準労働者の企業規模1000人 以上と100-999人 の問に位置する。職種別(男 子 ・企業規模

10-99人)で は,SEの それが標準労働者 の同規模 と100-999人 の問にプログラマーのそれは同

規模 ・標準労働者の男子 ・高卒の水準にある。

東大調査 では,平 均初任賃金は,高 水準,平 準化,企 業規模問格差,性 別格差,学 歴格差いず

れ も大 きくないが,30才 ・大卒男子の平均モデル賃金は,や や企業規模問格差が存在する。 しか

し,労 働市場の逼迫を背景 に,賃 金水準の決定が同一産業内他社を準拠にすることによって,独

立系企業の中堅層の高水準化,平 準化 も進んでいる⑳と指摘 している。

他方,別 の調査 は大卒標準者の問に年収格差の存在 を指摘 している。ユーザー系の大企業にお

いて とくに突出している他は,資 本系列 と企業規模 によって異な り,そ の格差の根拠は定かでは

ない⑳。本調査で も,同 一年令コーホー ト,同 一学歴内のバ ラツキが大きい。例 えば,理 系大卒
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の30-34才 コーホー トでは,平 均が474.3万 円であ り,200-299万 円から700万 円以上までの分布

を示 している。

企業調査において能力主義的処遇を実施 していると回答 した企業は66%に 及ぶ。小規模企業の

方が大規模企業に比べて採用率が高い。資本系列別では独立系,次 いでその子会社が高 く,メ ー

カー系,ユ ーザー系で低 くなる。能力主義の内容 については明らかではないが,採 用 ・退職の項

で触れたように,大 企業ほど内部労働市場化指向が強 く,そ の結果,年 功的色彩の強い処遇 と

なって現れている。 もともと能力主義的処遇は,労 働力管理の制度化がそれほど進んでおらず,

労使関係に影響力を行使する労働組合の存在が皆無に近い中小企業の方が適合的である。管理の

対象が少数であるため個々人に対する深い洞察と把握にそれほど労を厭わずにす ませ ることがで

き,か つ きめの細かい対応が可能である。

別稿で論 じた勤務先企業およびその処遇に対する満足度 を要約すると,勤 務先に対 して満足 し

ている者は33.1%,処 遇全般39.8%,給 与24.3%で あり,他 の調査にみる産業一般の雇用者 と比

べると,ソ フ ト開発従事者の満足度は異常に低い。勤務先の処遇に関して不満の多い要因は,要

員不足55%,教 育 ・能力開発の機会が少ない38.4%,福 利厚生施設がよくない24.2%,人 事考課

が不公平 ・不明確22.8%で あった。 とくに後2者 は,勤 務先に対す る満足派 と不満派による差が

著 しい⑳。

給与,能 力主義的処遇に直接的に関係するのは,人 事考課である。価値主義にもとつ く能力主

義的処遇の公平かつ明確な基準の設定は難 しい。 また,小 規模企業にみられる制度化の確立が低

いほど,考 課における個人の恣意性が関与する程度も高 くなる。このような要因が人事考課に対

する満足派 と不満派の差 として現れて くるのではないだろうか。

企業歴が浅 く,ま た雇用されるソフ ト開発従事者の年令 も若い。時の経過 と分業化の進展 に

よって現在進みつつある開発従事者内の異質化(年 令,性,学 歴,技 能など)が 一層,深 まると

考えられ,キ ャリア ・パスと合わせたその整備が必要 とされる。

ソフ ト開発従事者の労働過程を企業内,企 業間分業 として,そ の労働条件を労働力管理,労 働

組織管理 として考察 して きた。そこで観察 された諸特性 と問題点は,今 やソフ ト開発それ自体よ

りもソフ トウェア産業の発展途上段階に帰因すると思われる。今後の追跡調査および他産業との

比較を通 して明らかにしていきたい。

(註)

1

(調査概要)

A.企 業調査 「ソフ トウェア産業の現状 と今後の方 向

に関する調査」

1.対 象及び方法

『情報処理 ・ソフ トウェア会社 録91』(シ イ産業研

究所)に 記載 されている6,384社 の中,従 業員数

10人 以上 または年 間売上高1億 円以上 の企業,

3,321社 を調査対象 とした。郵送法 による。

B.個 人調査 「SE,プ ログラマーの職業意識 に関す る

調査」

「企業調査」において 「個人調査」協力 を要請 し,

協力 に応 じる旨の回答のあ った企業260社 の総務

部長宛 に調査票合計1,597通 を郵送 し従 業員への

配布をお願い した。なお,回 収 は直接,被 調査者

本人か らの投函方法 による。

一130一



2.時 期

1991年7月 末一8月

3.回 収率

804社(24.2%)一(宛 先不 明,業 務変更 ない し

停止101社 を除 く)

4.調 査項 目

会社 概要,業 務内容,組 織 ・人事,事 業所の地 方

展開 と大都市進出,ソ フ トハウスの地方進出の影

響,ソ フ トウェア産業の環境変化 と今後の経営戦

略

1991年9月

964名(60.4%)173社(66.5%)

職務内容,派 遣労働,分 業 と専 門化,転 職 と定着

意識 職業観 と仕事 の満足度,余 暇の選択

個 人調査結果 に基づいた ソフ ト開発従事者の意識面 に関 しては,「「プ ロセス専 門職」の仕事意識一 ソフ ト

ウェア開発従事者を事例 と して」(日 本労働社会学会 『年輪,第3号,時 潮社,1992)と して論 じた。 また,

調査 の全体 は,吉 井 ・岩本,報 告書 『ソフ トウェア産業の実像 と将来像』(文教大学 晴報学部,1992)と して

まとめた。

2.通 商産業大臣官房調査統計部,『特定サービス産業実態調査報告書 ・情報サ ービス業編』,1991。

3.メ ーカー系8.5%,ユ ーザ ー系8.1%,独 立系69% ,独 立系の子会社 ・関連会社12.3%の 割合。

4.土 屋守章/三 輪芳朗編,『 日本 の中小企業』,東 大出版会,1989。 松島静雄,『 中小企業 と労務管理』,東 大出

版会,1979,pp.378-80。

5.ソ フ トウェア開発工程 を概 略す ると,製 品('1青報システム)の 構 築に対す る問題点の解 決,必 要な機 能の策

定 などシステムの基本構想 の作成(立 案 ・提案)段 階が,「要求定義 ・要求分析」に基づ く 「概要設計」であ

る。アプ リケーシ ョン ・ソフ トウェアの場合,コ ンピュータ処理 の対象 となる業務 上の範囲が示 され,各 処

理 フローの概 略,関 連する他 の適用業務 との イ ンターフェースが明 かに され,適 用業務 を実現す るハー ド

ウェア,ソ フ トウェアの機 能や性能が決定 される。

さ らに,ユ ーザ ーの立場 か らみた業務機能が明確化 される段 階が,外 部設計 とも称 される 「基本設計」 で

あ り,シ ステムの処理機能,ユ ーザーが入 出力す る内容 やフォーマ ット,デ ー タベ ースな どが決定 され る。

この段 階で求め られる技能 は,適 用業務の要求 を熟知 しそれを整理 しうる知識である。次 ぎに,「概要設 計」

で明確化 した機能 や 「基本設計」で決定 した処理 をコ ンピュータ ・システム上 で具体的 に実行 で きるよ うに

設計 がな される。 これが内部設計 という 「詳細設計」の段 階であ る。プログラム構造が設計 されるので ある

が シス テムか らサ ブシステムへ,サ ブシステムか らモ ジュールへ,モ ジュールからサブモジュール(命 令,

サ ブルーチ ン)へ とい うように,部 品に順次分割 され,全 体の階層構 造化が図 られる。

前工程 において作成 されたプログラム構造 をフローチ ャー ト化するプログラム ・ロジックの設計段階 と し

てに 「プログラム設計」に入る。そ してプ ログ ラム言語に よって命令 を記述 してい く 「コーデ ィング」作業

が終了す ると,デ バ ッグ(誤 りの検出,修 正)を 含 む 「単体 テス ト」,分 割されたプログラムを結合 し,統 合

した システ ムと して仕様書通 りに作動 す るか 否か の 「結合 ・運 用テ ス ト」,ユ ーザ ーの立場 か らの 「ユ ー

ザ ー ・テ ス ト」 を経て,納 入,実 際の稼働 に入 る。 これ と同時 に,「 ドキ ュメ ン トの作成」,「保守 ・運用」工

程が始 まる。

「要求定 義 ・要求分析」から 「保守 ・運用」 までの ソフ トウェア ・ライフサ イクルにおける各所要工数(人

月)は,一 般 に分析 ・設計段階が全体の10%,開 発段階が40%,保 守 ・運用段階が50%と いわれている(R .S.

Pressman,SoftwareEngtineerircg,M'cgraw-Hill,1980)0

6.情 報サー ビス産業協 会編,精 報サー ビス産業白書1992』,コ ンピュータ ・エージ社,1992,pp.59-61。

7.派 遣,他 社勤務 につ いては別稿(「 「プロセス専 門職」 の仕事意識」,op.,cit。)で 触れ たので調査結果の数字

のみ を記す。所属企業ない し事業所 とは異 なった他社 への就労 は,企 業調査 では平均26%(い ない29 .3%,
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50%以 上23.4%),大 都 市 の従 業 員 数50-200人 未満,独 立 系 お よび そ の子 会 社 ・関 連 会社,応 用 ソ フ ト開発

の下 流 工 程 を主 な業 務 とす る企 業 に そ の割 合 が 高 い 。個 人調 査 で は20.5%の 者 が 他 社 で 就 労 して い る。 しか

も,ユ ーザ ーや メー カ ー に常 駐 が 常 態化 して い る場 合,情 報 サ ー ビス企 業 は相 手 方 企 業 の 事 業所 内 に 支社,

分 室 を設 置 す る とい う形 態 を とる ので,他 社 勤 務 と して計 上 され な い。 「ソ フ ト関連 売 上 高 に 占め る外 注 比率

(派遣 受 け 入 れ を含 む)」 は,従 業 員数200人 以 上(33.1%),年 間 売 上 高20億 円 以上(39.0%)の 企 業 で 多 く

な る(外 注 依 存 度30%以 上)が,平 均 依 存 度 は15.0%で あ る。50人 未 満(26.2%),5億 円 未満(26.6%)で

外 注 な しが 多 くな り,か れ ら自身 が最 終外 注先 で あ る こ とが わ か る。

8.個 人 調 査 対 象 者 を受 注 元 別(受 注 が50%以 上)で み る と メ ー カ ー 系31.5%,ユ ーザ ー系25.7%,独 立 系

40.9%,ソ フ ト ・プ ロ ダク ト,パ ッケ ージ ・ソフ トの 生産 ・販 売1.9%の 構 成 とな って い るg

9.個 人 調 査 で は,平 均 年 令27.5才,未 婚 者が67.7%と 若 年 層 中心 の 構 成 で あ る。20才 代 が ほ ぼ7割 を 占 め,平

均 勤 続年 数4.8年(男 子5.1年,女 子3.4年),職 種 につ い て か らの平 均 年 数6.2年(男 子6.7年,女 子4.2年)で

あ る。平 均 勤 続 年 数 は,500人 以 上:5.5年,50人 未 満:2.6年 。

10.個 人 調 査 で は,35才 以 上層 で理 系 大 卒 が もっ と も多 く,30-34才 コ ー ホ ー トで は理 系 大卒 か ら文 系 大 卒 へ 中

心 が 移行 し,25-29才 コー ホ ー トで 情報 処 理系 専 門学 校 卒 が多 数 を占 め る よ うに な る。

11.ソ フ トウ ェ ア の規 模 や 生 産性 を定 量 的 に表 わ す 単 位 と して,ス テ ップ数 が 用 い られ て い る。 ユ ーザ ー の要 求

す る機 能(命 令 数)ま た は処 理 の対 象 とな る デ ー タ構 造 の 記 述 分 を1行=1ス テ ップ と数 え る。 ス テ ップ 数

は,記 述 す る言 語 の種 類 に よ って異 な り,本 調 査 で はFORTRAN換 算 を基 準 に して い る。

12.母 集 団 は,359人 。,

13.ホ ワ イ トカ ラ ー一般 につ い て は,吉 井博 明,「 会 議 行動 の実 態 とテ レ ビ会 議 シス テ ム の離 陸 可 能性 」,P'1'E報 通

信 学 会 誌』,1992に よ る。

14.剣 持 一 巳,『 マ イ コ ン革 命 と労 働 の未 来 』,日 本評 論社,1983,pp.132-3。

15.S.Crawford,TechnicalWorkersinanAdvancedSociety,CambridgeUni.Press,1989,pp.80-2.

16.吉 川 栄 一,『 日本 型 管 理 職 層 の管 理』,早 大 出版 会,1988,pp.31.0-1。 石 田和 夫/笹 川 儀 三 郎編,『 現 代 企 業

の ホ ワイ トカ ラー労 働 ・上』,大 月書 店,1983,pp.280-2。

17.戸 塚 ・中村 ・梅 澤,『 日本 の ソ フ トウ ェア産 業』,東 大 出 版会,1990,pp.133-4:S.Crawford,op.Clt.,p。82.

18.戸 塚 ・中村 ・梅 澤,op.cit.,p.47。

19.電 気 労 連 調 査 で は,「 技術 の 変化 につ いて い け な くな る」44.2%,「 肉体 的,精 神 的 につ い て い け な くな る」

28.1%,「 と くに不 安 は感 じな い」28.8%と 報 告 され て お り,前 者 の技 術 変化 不 安 は,25-35才 層,派 遣勤 務

者 に特 に 高 い(『 ソ フ ト労 働 者 の就 労 と意識 調 査 報告 書 』,1985,pp。99-100。)。

20.情 報 化 対 策 国 民 会 議 『ソ フ トウ ェ ア技 術者 の労 働 市 場 に 関す る調 査研 究』,(社)社 会 経 済 国民 会議,1989,

p.69に よ れ ば 単 線 型 を 「積 上 型 」,複 線 型 を 「分 岐 型」 とよ 眠 前 者 は事 業 分 野 の 特 化 した企 業,後 者 は多

角化 型 企 業(大 規 模 企 業)に 多 い と報 告 され て い る。

21.戸 塚 ・中村 ・梅 澤,op.cit.,p.121。

22.労 働 大 臣官 房 政 策 調 査部,匝 情報処 理 関 連 サ ー ビス業 の 地 方展 開 を促 進 す る た め の雇 用労 働 面 にお け る対 応 の

あ り方 に 関す る調査 研 究報 告 書 』,社 会調 査研 究所,1986,p.191-7。

23.戸 塚 ・中村 ・梅 澤,op.cit.,p.129。

24.労 働 大 臣官 房 政 策調 査 部,op.cit.,p.120。

25.戸 塚 ・中村 ・梅 澤,op.cit.,p,145。

26.今 野 ・佐 藤,『 ソ フ トウ ェ ア産 業 と経 営』,東 洋 経 済新 報 社,1990,pp.120-40。

27.戸 塚 ・中 村 ・梅 澤,op.Clt.,pp.103-7。

28.情 報 化対 策 国 民会 議,『 ソ フ トウ ェア産 業 の 人事 制 度 の課 題 』,(社)社 会経 済 国民 会議,1987,pp.24-8。
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